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令和５年９月21日（木曜日）

午前10時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第３号）

○請願第３号 「生涯を通じた国民皆歯科健診

の実現を求める意見書」を国に

提出することを求める請願

○請願第４号 「健康保険証の廃止をしないよ

う求める意見書」を政府に送付

することを求める請願

○報告事項

・県が出資している法人等の経営状況について

社会福祉法人宮崎県社会福祉事業団

公立大学法人宮崎県立看護大学

公益財団法人宮崎県生活衛生営業指導センター

公益財団法人宮崎県移植推進財団

公益財団法人宮崎県健康づくり協会

・公立大学法人宮崎県立看護大学の令和４年度

の業務実績に関する評価結果について

○その他報告事項

・「宮崎県病院事業経営計画2021」の改定について

・新型コロナウイルス感染症患者等入院病床確

保支援事業費補助金の返還について

・病床確保に係る国庫補助金の返還について

○閉会中の継続審査について

出席委員（８人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 口 俊 樹

委 員 坂 口 博 美

委 員 山 下 博 三

委 員 日 高 博 之

委 員 武 田 浩 一

委 員 永 山 敏 郎

委 員 下 沖 篤 史

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 村 久 人

病 院 局 医 監 兼
嶋 本 富 博

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
大 野 正 幸

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 佐 藤 彰 宣

県立日南病院長 原 誠一郎

県立日南病院事務局長 井 上 大 輔

県立延岡病院長 寺 尾 公 成

県立延岡病院事務局長 吉 田 秀 樹

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 川 北 正 文

福祉保健部次長
津 田 君 彦

（ 福 祉 担 当 ）

県 参 事 兼 福 祉 保 健 部 次 長
和 田 陽 市

（保健･医療担当）

こども政策局長 柏 田 学

福 祉 保 健 課 長 長 倉 正 朋

指導監査・援護課長 新 村 仁 志

医 療 政 策 課 長 徳 地 清 孝

薬 務 対 策 課 長 吉 田 祐 典

国民健康保険課長 本 田 浩 樹

長 寿 介 護 課 長 島 田 浩 二

医 療 ・ 介 護
北 薗 武 彦

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 佐 藤 雅 宏

部参事兼衛生管理課長 壹 岐 和 彦

健 康 増 進 課 長 児 玉 珠 美

感染症対策課長 坂 本 三智代
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こども政策課長 中 村 智 洋

こども家庭課長 小 川 智 巳

事務局職員出席者

議事課主任主事 春 田 拓 志

議事課主任主事 上 園 祐 也

○重松委員長 それでは、ただいまから厚生常

任委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。日程案につきましては、御覧のとおりであ

りますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のために暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○重松委員長 おはようございます。委員会を

再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、病院局長の概要説明をお願いいたし

ます。

病院局でございます。

病院局から、今議会にお願いしております議

案はございませんが、その他報告事項２件がご

ざいます。

厚生常任委員会資料の２ページ、目次を御覧

ください。

１つ目が、「宮崎県病院事業経営計画2021」の

改定についてであります。

令和３年度に策定しました同計画につきまし

て、国から示された新たなガイドラインを受け

まして、今年度中に改定を行う計画の方針や骨

子案等を報告するものであります。

２つ目が、新型コロナウイルス感染症患者等

入院病床確保支援事業費補助金の返還について

であります。

新型コロナウイルス感染症入院患者のための

病床確保を行う医療機関に対する病床確保料に

つきまして、各県立病院で解釈の相違による補

助金返還の必要性が生じており、国が全国的な

自主点検結果の公表を終えたことから、その経

緯や内容について報告するものであります。

詳細につきましては次長から説明させますの

で、よろしくお願い申し上げます。

○重松委員長 それでは、その他報告事項に関

する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○大野病院局次長 まず、「宮崎県病院事業経営

計画2021」の改定について御説明をさせていた

だきます。

常任委員会資料３ページをお願いいたします。

１、改定の趣旨であります。

県立病院の経営に当たりましては、令和４年

３月に「宮崎県病院事業経営計画2021」を策定

し、良質な医療の提供と経営の健全化に取り組

んでいるところでございますが、令和４年３月

に国から新しいガイドラインが示されまして、

各公立病院においては、これを踏まえて経営強

化プランを策定し、経営強化に総合的に取り組

むこととされたところであります。そこで、病

院局としましては、新しいガイドラインを踏ま

えまして、現計画を改定することとしたもので

ございます。

４ページをお願いいたします。

２、新ガイドラインの概要であります。

新ガイドラインにおいては、公立病院経営強

令和５年９月21日(木)
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化の必要性について、人口減少、少子高齢化等

に伴う医療需要の変化により、持続可能な経営

の確保が非常に困難な状況になっていること、

その一方、このような厳しい中にあっても、新

型コロナへの対応においては中核的役割を果た

してきたことから、感染拡大時における公立病

院の役割の重要性が改めて認識されました。ま

た、今後は医師の時間外労働の上限規制の対応

等、さらに厳しい状況が見込まれているところ

であり、持続可能な地域医療体制を確保するた

め、限られた医療資源を地域全体で最大限活用

するという視点を最も重視するとともに、新興

感染症拡大時の対応という視点も持ちながら、

経営を強化していくことが重要であるとされて

おります。

経営強化プランの内容については、プランの

策定時期は令和５年度中に行うこと、計画期間

は令和９年度までとすることが要請されていま

す。プランの内容として、３の（１）～（６）

に掲げていますとおり、役割・機能の最適化と

連携の強化、新興感染症等の感染拡大時に備え

た平時からの取組、経営の効率化などを記載す

ることとされております。

５ページをお願いいたします。

改定の方針であります。

改定に当たりましては、新ガイドラインに的

確に対応するとともに、今年度、策定が予定さ

れております第８次医療計画や地域医療構想等

の内容も踏まえて、必要な改正を行いたいと考

えております。

新ガイドラインにおいては、「既に計画を策定

している場合には、不足している部分を追加、

もしくは別途策定することで足りる」とされて

おりますので、改定の方針といたしましては、

現計画において新ガイドラインに対応していな

い事項について、追加・修正等を行うこととし

たいと考えております。

新ガイドラインを踏まえました主な追加・修

正点については、５ページ下の６項目になりま

す。

まず、①、計画期間としては、現計画は令和

７年度までの計画になっていますので、令和９

年度までとします。

②、平時から新興感染症等への対応について、

必要な機能を備えておくべき取組を追記いたし

ます。

③、地域の中で県立病院が担うべき役割や機

能を明確化・最適化した上で、機能分化・連携

強化に向けた取組について記載をいたします。

④、計画期間中、各年度ごとに収支計画を明

記します。

⑤、臨床指標・経営指標については、経常収

支比率及び修正医業収支比率を含む数値目標を

設定しまして、項目によっては各年度ごとに数

値目標を設定することとしております。

⑥、対象期間中に経常黒字化する数値目標を

設定します。期間中の経常黒字化が難しい、困

難な場合には、経常黒字化を目指す時期及びそ

の道筋、取組について記載することとします。

６ページをお願いいたします。

４としまして、改定の骨子案を掲げておりま

す。ガイドラインを踏まえて現計画に追加修正

を行う箇所について、赤文字下線でお示しして

おります。

６ページの第６章、第７章、７ページ左側の

第７章において、新ガイドラインで新たに求め

られている機能分化の取組における考え方や、

具体的な取組について追記いたします。

また、各年度の収支計画の策定や、臨床指標

・経営指標といった数値目標の設定については、
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第８章で病院局全体、第９章では各病院ごとで

考えております。

８ページをお願いいたします。

５のスケジュールについてです。

本日の改定方針骨子案の御報告に先立ちまし

て、先日、県立病院事業に係る評価や提言を行

う病院事業評価委員会において、改定方針及び

骨子案についての概要説明を行ったところです。

今後は、11月中に２回目の病院事業評価委員

会を開催し、計画の素案を説明し御意見をいた

だきたいと考えております。その後、11月議会

の常任委員会にて、素案についての報告をさせ

ていただきます。

12月にはパブリックコメントを実施し、これ

も踏まえた上で、２月に３回目の病院事業評価

委員会を開催し、計画案について御意見をいた

だきます。

その上で、２月議会の常任委員会にて、最終

の計画案という形で報告をする予定としており

ます。

「病院事業経営計画2021」の改定についての

説明は以上でございます。

続きまして、９ページをお願いいたします。

次に、新型コロナウイルス感染症患者等入院

病床確保支援事業費補助金の返還についてでご

ざいます。

１、概要でございます。

新型コロナ患者受入れのために、専用病床を

確保する医療機関に対して交付をされておりま

す国庫交助金 病床確保料について、一部、

国への返還が生じたものでございます。

２の経緯でございます。

令和４年11月、会計検査院が令和３年度に実

施した実地検査において、一部の都道府県にお

いて病床確保料の返還事案があったということ

が公表されました。これを踏まえまして、国か

ら県に対し自主点検の依頼がありまして、病院

局においても点検を実施しました結果、返還に

該当する事案があり、その結果を報告しており

ます。

令和５年２月には、この自主点検結果に基づ

きまして、補助金の修正を行う修正交付申請を

行っております。そして、９月８日、国から都

道府県ごとの自主点検結果が公表されたところ

でございます。

３の返還額についてです。

返還額は、令和２～３年度の合計で3,931

万8,000円でございます。年度ごと、各病院ごと

の内訳については、表にお示ししたとおりでご

ざいます。

10ページをお願いいたします。

４の返還が生じた理由でございます。

病床確保料の対象となる期間について、患者

の退院で生じた空床をコロナ対応のために確保

した場合に、その当日から病院確保料の対象に

なると認識をしておったところですが、令和４

年５月に国から通知が発出され、患者の退院日

は対象にならないということが改めて明示され

たことで、今回の返還事案となったものでござ

います。

具体的に説明いたします。図を示しておりま

すが、通常の場合、午前中に患者Ａが退院とな

りますと、午後からは新しい患者の入院が可能

となりますので、図のとおり患者Ｂが入院をし、

患者Ａ、患者Ｂそれぞれに診療報酬が発生する

ということになります。

一方で、下の段のとおり、午前中に患者Ａさ

んが退院となった後に、午後からコロナ患者対

応のために空床として確保した場合には、病床

確保料の対象になると認識し、補助金もそのよ
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うに申請し交付を受けていたところです。国の

通知によれば、患者Ａの退院日当日は診療報酬

を得ていることから、病床確保料の対象とはせ

ず、翌日から病床確保の対象とするということ

であり、県と国とで解釈に相違が生じたという

ものでございます。

５、今後の対応です。現在、修正交付申請ま

での手続が済んでおりますので、今後、返還額

の確定通知が国からなされることになります。

これに沿って適切に準備、手続を進めてまいり

たいと考えております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○日高委員 経営強化プランについてです。機

能分化という言葉が新しく出てきたと思うんで

すけれども、今までがこうだったけれどもこう

いう形に変えますというように、分かりやすく

答弁してもらえませんか。

○大野病院局次長 これまでも、ネットワーク

化という言葉で地域内や病院間の連携が語られ、

計画の中にも書いていたんですけれども、どん

どん地域の医療資源がなくなっていく中で、地

域の中にある機能を域内にある病院で役割分担

をしながら、少ない資源を有効に使っていこう

という、機能を分けるという意味で機能分化と

いう表現になっております。

○日高委員 もっと分かりやすく説明してくだ

さい。

○大野病院局次長 例えば、地域内のＡ病院に

もＢ病院にも、同じような診療科があるが、あ

る診療科については非常に少ないという状況が

あったときに、一つの病院で全ての機能を持つ

ということではなくて、機能を分けて地域の中

で持ち合いましょうという考え方でございます。

県立病院であれば急性期であるとか、政策的

な医療というのを担っているわけですけれども、

例えば、そういう部分に特化するとか、地域ケ

アについては地域のほかの病院で担うといった

形になります。

○日高委員 県病院が担うべきものがあります

よね。もし域内に県病院レベルの能力がある病

院があったら、そこに患者を回すということで

すか。域内にある病院と県病院の連携の中での

分化というイメージはあるんですけれども、そ

うではないということですか。

○大野病院局次長 委員のおっしゃるとおりだ

と思います。

域内にある機能について、きちんと役割を分

けてやりましょうということですので、例えば、

民間の病院が同じレベルで担っているのであれ

ば、じゃあどちらが持ちますかという議論も、

議論を進めていく中ではあり得るということで

あると思います。

○日高委員 そうなると、急性期における責任

の明確化は難しい部分が出てくるのかなと思っ

ています。

例えば、脳梗塞とか心筋梗塞で県病院に入院

していましたが、回復したので同じ機能のある

病院に移します。転院先で治療をしていたけれ

ども急に悪くなったときに、もう１回県立病院

に戻すのか、それとも転院先で治療を続けるの

か。そのときに亡くなったらどっちに責任が出

てくるのか、そのあたりの責任が不明瞭になる

のではないかと思っています。

分化はいいんですけれども、機能をはっきり

させないと、どちらが責任を持つのかというの

は薄れていくのではないでしょうか。

○大野病院局次長 委員がおっしゃるとおり、

県立病院が急性期を担っていますので、急性期

の必要な処置は県立病院で行います。病状が安
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定したら、復帰に向けたリハビリなどを地域の

病院で担っていただくことになります。もし、

そこで病状が悪くなれば、地域の病院が作成し

た紹介状にのっとって、急性期の対応が可能な

病院に転院し治療をする、その繰り返しになり

ます。患者それぞれの病状などによっても変わ

ると思うんですけれども、受ける病院が責任を

持って医療をするということになると思います。

○日高委員 リハビリにしても、県病院と同じ

ような機能を持った民間の病院が現実にあるか

どうかです。やはり、どうしても医療の高度化

という部分では、県北についてはなかなか厳し

いところがあります。

先ほどおっしゃったように、紹介状を繰り返

す形は理想でしょうけれども、手術ができない

状況の高齢者などは、地域の病院で急に病状が

悪くなったら、県病院に運ぶまでにもう手遅れ

になっているケースもあります。

県立病院は、回復に向けてリハビリしてくだ

さいと言うけれども、手に負えないから任せた

んじゃないかと受け取れてしまいます。

だから、紹介状を書いて交互に医療を行うか

らどうにかなるという話でもないのかなと思っ

ています。そうなってくると責任の所在をめぐっ

て訴訟問題にもなります。そのようなときにど

うするのかというのは疑問です。県病院と民間

病院の役割の分化が、本当に県北地区でできる

のかという話です。

○大野病院局次長 県病院と民間病院を含めた

機能というところでは、必要な機能を同じよう

に持つということではないということだと思い

ますので、繰り返しになりますが、回復期に向

かえば地域の病院にしっかりと担っていただく

しかないと思っております。

医療資源が豊富にあれば、民間病院も県病院

と同じようにやることが可能かと思いますけれ

ども、人口減少の中で、機能をしっかりと分け

て考えていかないといけないという流れ自体は

変わりがないという考えも持っているところで

す。

紹介の問題については、地域医療構想の中で

も、県病院と民間病院、医療資源全体の議論を

していくことになっていますので、その中で役

割分担や定員、病状が悪化した場合とかも含め

て、地域の中で議論を深めていきたいと考えて

おります。

○日高委員 機能分化に向けて、これからいろ

いろと変わってくるんですか。結局、連携強化

という形であって、本当に国から示されたこの

ガイドラインの骨子に沿って、機能分化といっ

た新たな取組をして、民間の病院と機能を分け

てやりますよということについて、病院局とし

て新たな取組をするんですか。

○大野病院局次長 国のガイドラインで示され

ておりますし、医療資源はどんどん減ってきて

いるという状況がありますので、時間がかかっ

てもしっかりやっていかなくてはいけない取組

であると考えております。

例えば、県南においては、地域医療構想の中

の公立病院部会というのを立ち上げております。

県病院と日南市立中部病院、串間市民病院、市

役所、保健所も入って、地域の医療全体をどう

していくかという議論を行っているところです。

そういった中、少ない資源をうまく使うために

は、機能分化や具体的にどういう連携をしてい

くのかについても議論を深めていかないと、こ

の先の持続可能な医療体制の提供は難しいと

思っております。

やはり中心的役割を果たすのは、県立病院で

あるということは間違いないと思いますので、
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その部分はしっかりと意識を持って取り組んで

いきたいと思っています。

計画の中に、どの程度書き込めるかというの

は、今からの議論になると思いますけれども、

そういう視点や考え方はしっかりと持って取り

組んでいきたいと考えております。

○日高委員 それをやってください。まず、や

る前提として、医療格差があるという話をしっ

かりと入れておかないといけません。

県北地区は医療資源も当然ありません。医療

資源があるところとないところで同じような計

画を立てていたら話になりません。そのあたり

をしっかりと踏まえて、機能分化をどうしてい

くのかというような計画を立てていただけるよ

う、要望しておきたいと思います。

それと、今度は収支が黒字になるように計画

を立てるでしょう。常任委員会資料５ページの

６番、対象期間に経営黒字化の数値目標設定、

黒字化が困難な場合には、経常黒字化を目指す

時期及びその道筋を記載とありますが、県立日

南病院にこれはできますか。県立日南病院の経

営計画を黒字化に持っていく部分について、ど

う考えているのか教えてください。

○大野病院局次長 プランは県立病院全体、病

院局全体で策定をしますので、まずは病院局全

体でしっかり黒字化を目指すということである

と思います。委員がおっしゃるとおり、県立日

南病院は非常に厳しい状況であるため、地域で

の議論であるとか、日南病院がどういう役割を

果たしていくかという議論を進めているところ

です。

地域の役割を果たしながら、単体でもしっか

り黒字を出すというのは非常に難しいと思いま

すけれども、それについては取組を進めており

ます。国が言うような令和９年に全部が黒字と

いうような計画は難しいかもしれませんが、そ

こに向けて、しっかり目標を設定して取組をし

ますということが大事だと考えておりますので、

時間が少しかかるのかもしれませんが、そこを

目指してやっていきたいと思っております。

○日高委員 黒字化やその道筋を記載とありま

すが、国のガイドラインは少し横暴じゃないで

すか。黒字になればいいですけれども、目指す

と言っています。黒字化になるように数値目標

まで設定して、経常収支比率を100％以上にしろ

なんてありますが、うそでも書くんですか。

○大野病院局次長 委員がおっしゃるとおり、

令和９年度までに黒字化というのは、県立病院

に限らず、公立病院は非常に厳しいと思います。

各市町村の公立病院も同じこのガイドラインに

沿って計画をつくりますので、委員がおっしゃ

るとおり現実的ではないという考え方も一部あ

るかと思います。

ただし、目指すことは大事なことで、その道

筋を示すということですので、具体的な取組の

中身を掲げながら、目指す道筋とゴールを示し

ていけたらと思っています。

収支計画を各病院と協議しながら積み上げて

つくり上げている途中でございますので、その

数字も見ながら、目指す姿を描きたいと思って

おります。

○日高委員 県立日南病院は、努力しているん

でしょうけれども、何十年も赤字です。ガイド

ラインに出てきたから黒字化を目指すと、それ

は県立日南病院だけでなく病院局全体の話です

が、漠然とした数字だけ並べて何になるのでしょ

うか。医療計画がそんなに簡単にできるもので

はないでしょう。人口減少に伴う医療の変化に

より持続可能な経営の確保が困難だとか、時間

外労働の規制対応など、さらに厳しい状況が見
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込まれるという状況であるのに、数字だけぽん

と上げることができるのでしょうか。

御心配いただき、大変申し訳

ございません。

どのように機能分化・連携強化して、収入を

確保し歳出を削減するかは、現在の計画に基づ

いても、いろいろと工夫しているところであり

ますが、御質問いただきましたように、各地域

の医療環境、地元の病院がどのくらいあって、

そこに人材を含めた医療資源がどれぐらいある

かによってかなり差がございます。

先ほど次長からも説明しましたように、医療

計画なり地域医療構想において、地域の医療圏

の中での医療のありようについては、県立病院、

公立病院だけではなく、民間病院も入れた病院

の在り方の今後の方向性をしっかりと議論して、

福祉保健部を中心にまとめていっていただきま

す。

その中で、高度急性期医療を担う県立病院が、

地域の中で高度医療や救急医療をするために、

どういった医療資源を効果的に使うか、単なる

数字を並べて収支とんとんというわけにはいき

ません。例えば、各病院で診療科目に強みがあっ

て、その診療患者が来るように、入院や外来を

どうやって確保していくか、費用については、

効率化によって経費がかからないようにして、

収支の差で収益を確保していくか、一つ一つを

潰しながらの努力もやっております。

それを令和９年度までに、さらに緻密化や効

率化にしっかり取り組んでいく、そこで根拠あ

る数字を出して黒字化となるのが一番の理想で

す。そうならない場合に、あとどの程度期間が

かかるのか、どういった取組をするのかといっ

た、黒字化に向けた道筋を示すということが、

ガイドライン上での内容となっていますので、

そういった考え方の下、病院局全体として各病

院の特色を踏まえながら、しっかりと計画をつ

くっていきたいと思っております。

○坂口委員 機能の分化と連携ですか。県内の

ブロックごとでもいいんですけれども、それを

しっかりと進めていくことで、個々の病院の経

営というものが出てくると思うんです。その経

営が成り立つ形で、機能の分化や連携ができる

のかがすごく心配なんです。

それを本気でやろうと思ったら、経営や医療

全般が対象ですけれども、行政側からの指導や

説明を受ける専門チームがなければ、なかなか

進んでいかないんじゃないかと思っています。

よく分からないんですけれども、例えば、看

護体制によって方針も違ってくるため、特に公

立病院が黒字化を目指そうとしたら、どうして

も点数の稼げるものを持ってこざるを得ないと

いうことです。

その中で、倒産を導くような調整というのは

成り立つわけがないから、病院経営をどう成り

立たせるかということがないといけません。そ

れが一つあると思うんです。

黒字化ということと、日南病院を随分心配し

ていましたけれども、例えば、県立病院として

は政策医療は受けざるを得ないものです。政策

医療に対しての交付税が、本当に実態を伴った

ものが交付されているのでしょうか。歳入とし

て入ってくる、政策医療に充てるべき財源で賄

えるような範囲内で、黒字化ができるのでしょ

うか。そこについては、国に対しても言うべき

は言うことが重要です。

医療資源が不足しているところや、医療の経

営上のいろいろな要素が不利なところに対して

は、政策医療費も段階補正をやっていかないと

いけないという気がしています。病院局長は、
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財政を経験されたことも踏まえて、今の立場を

総合して、率直にどのように考えますか。

一般会計を預かっていた総務

部門から、公営企業という意味での病院局に来

きまして、私自身も見方が変わったところでは

あります。病院は診療報酬制度の中でコストを

使って収入を確保することになるんですけれど

も、この中身は非常に複雑で、収入を稼ぐため

には、同じことをやるにしても条件次第で係数

が違ってきます。そうなると、全国の中でもい

ろいろな工夫をしているところがやはり経営的

には確保できています。

現在、各病院におきまして、経営改善のため

のプロジェクトチームを結成し、コンサルの相

談も入れながら、全国規模の分析をしてもらっ

ています。経営的にも優良なところの取組だっ

たり、各病院のどこができていなくて、どこを

どうすれば今後伸びるとかも、専門的な意見も

聞きながらやっているところでございます。

診療報酬制度の中でやるべきことをやったと

しても、政策医療はもうからないからやらない

というわけにはいかないので、その費用に対し

て収入を充てる分には該当しない部分につきま

しては、制度上、一般会計から繰入金を頂くし

かありません。

なぜ収入と費用がアンバランスなのか、要求

する側としてしっかりと理論的構成をすること

が必要ですので、毎年、自分たちの経営分析、

どのようなところに余地があるのかも分析して

います。

それでも足りない部分、政策医療としてやら

ざるを得ない部分は、一般会計にお願いするし

かないので、理論的にしっかりと根拠を持って

お願いします。それが交付税上、どのくらい反

映されているのか、またそれは交付税の改正要

望までいくかを含めて、どういう係数かという

ところまでこちら側から提案して、実効性のあ

る繰入金がもらえるような形でお願いをしてい

きたいと思っております。

○坂口委員 よく分からないんですけれども、

例えばこの新ガイドラインを策定する際に、そ

ういったものもやっぱり実態に合わせて見直し

ていかないといけないと思います。まして、今

度は新たに想定される感染症への対応について

体制整備をしながら、一方では合理化を図って

いく、まさしくバリューエンジニアリングだと

思います。

同じ報酬を得るにも、どれだけ効率的なやり

方があるかや、同じことをやってどれだけ有利

なポイントを稼げるかといったことの中でやっ

ていくわけです。それだけを求めて、もうから

ない部分を切り捨てて、体制も必要な体制だけ

にすれば黒字は出せると思うんです。

一方で、政策医療という、一般的に考える医

療の範囲を超えた隙間医療というのがあると思

うんです。民間病院ではやってくれない政策医

療は、公立病院が受けざるを得ないと思います。

合理化を図っていけばいくほど医療の隙間は広

がっていくと思っています。

まず交付税、一般財源として、各自治体、あ

るいは地域の特性に合ったものを交付しておい

て、その算定されている部分でしっかり対応で

きる、一般会計から病院会計に出していける、

需要額の在り方と交付額の在り方を新ガイドラ

インには･･････。

今までの出来高から今度は包括的な医療費へ

と言われれば、病院経営者は、当然、合理化を

求めたいものです。しかし、それは公立にはで

きないと思います。やはり大事なものは県民の

命、健康です。このガイドラインの中に、その
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考え方は全く入ってきていません。

ただ効率よくやれと、黒字を出せという中で、

今後の医療には万全に対応していけということ、

これは矛盾しているような気がするんです。そ

のあたりも問題を分析していただいて、我々に

情報を提供していただければと思います。

僕らも必要に応じて議会ごとに意見書を出し

ていますけれども、そういったものも議会内で

勉強しながら、必要なことがあれば意見書とし

て出したいと思っています。私たちは県民の声

として届けていきたいというような気も持って

いるから、何か考えを持っておられれば、説明

を聞かせてください。

委員がおっしゃるとおり、国

の地方交付税制度があり、地方公営企業法とい

う法律にのっとって各都道府県・市町村が公的

機関として病院を経営しています。

当然、民間にも病院がありますので、公立病

院はもうかるところだけやるというわけにはい

きません。ましてや、先ほどから説明していま

したように、各地域によって医師や病院が減っ

ていくというときに、うちは知らないというわ

けにはいきません。

公立病院として果たすべき役割や機能が今ま

でと少し形が違うのかどうか、このガイドライ

ンの中で機能分化や連携強化をしなさいとあり

ますが、民間ができない公的な機関として手を

出すべきところをしっかりと考えながら、各地

域での状況を踏まえた上で、我々がこの制度の

中で今後どうあるべきなのか分析しながら、国

への要望・お願いをしっかりとやっていければ

と思っております。

○坂口委員 そういったことをしっかりと念頭

に置きながら、例えば黒字化を達成しろとか、

達成できなければ道筋を示せとかいうときに、

黒字化を目指そう、責任を果たそうとしたとき

に矛盾があるということも、国に示しておかな

いといけません。目標ありき黒字ありきで、そ

こにはめ込むような計画、あるいはガイドライ

ンをつくったのでは、国は医療行政がうまくいっ

ていると勘違いをします。しかし、できないこ

とはできないんだと示すことで、国もしっかり

とやってくれます。

知事は地方税財政常任委員会の委員長だけれ

ども、その立場にある間にそのあたりを解決し

てほしいと言いたいです。国に対して、やはり

言うべきは言わないと駄目だと思うんです。も

う黒字ありきの目標に合わせた数字をはめ込め

というものでは駄目です。強く言うべきは言う

という姿勢で、ガイドラインを策定してほしい

と思っています。

○日高委員 確認だけしてもいいですか。

黒字化の計画について、年度ごとに計画をつ

くっていきますが、この部分は実際の数字とは

違って数字を当てはめていく部分になりますよ

ね。まさか会計のやりくりで、一般会計の繰入

金でうまく調整して黒字化になるような、変な

調整はしませんよね。

そのような調整は一切するつ

もりはございません。

改善の仕方としましては、例えば、県立宮崎

病院ですと、建て替え後の減価償却費や起債の

償還がいつまで続くとか、県立延岡病院であれ

ば、新たな施設をどう造って、どう収入確保を

していくとか、そのコストがどれだけかかると

か、そういったものを地に足のついた分析をし

た上で、どの方法であればさらに経費を落とせ

るとかなど、そういったものをしっかり検討し

ます。令和９年度の達成は難しいということで

あれば、いつできるのかということはつくらな
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いといけません。

そこについては、何かを持ってきてとか、そ

ういったことは一切考えておりませんので、よ

ろしくお願いします。

○山下委員 同じく経営内容なんですが、県病

院の在り方も、慢性的な人たちの長期入院とい

うことも指摘されましたが、医療計画も進んで

きて、県立病院としては急性期の役割を担って

いくんだと変革をしてきました。そのために民

間病院が導入できないような検査機器などの機

械導入を行い、１次、２次、３次医療の役割を

担っていくんだということで変わってきたと思

うんです。

急性期の患者の平均入院日数は何日程度で

しょうか。

○大野病院局次長 平均で12日程度となってお

ります。

○山下委員 今回の計画の見直しで、民間病院

との連携が新たに出てきました。平均12日間の

県病院の役割を終えれば、今度は地域の医療に

戻すわけです。

私が心配しているのは、ほとんど議論が出て

こなくなりましたが、2025年問題です。団塊の

世代が後期高齢者の域に達していったときに、

地域医療における県病院の役割がさらに必要に

なってきます。今後10～15年間において、2025

年問題を念頭に置いて、どのような医療政策を

考えておられるのかをお聞かせください。

第８次医療計画、地域での地

域医療構想をつくっております。その中で、医

療圏でどういった病気に対して各病院がどうい

う医療をするか、最終的には病床数がどうなる

かというところまで計画を立てます。

民間病院の役割はどうあるべきか、公立病院

が急性期や高度医療を役割としたときは、民間

がやっていただける部分の後ろで、２次救急や

３次救急という形でしっかり守るといった役割

分担、また地域の人口減少がどうなるのかも前

提条件として考えた上で、その地域の医療の在

り方が医療計画でしっかり示されていきます。

その中で、県立病院としてはどういった役割

があるのか、役割を果たすためにはどういう医

療環境を整えていくか、スタッフを含めた医療

資源をどのように確保していくかに取り組んで

いくことになります。

10年先、15年先は、医療計画がしっかりと改

定され、その先を見た計画に基づいて自分の役

割を果たしていくという考え方で取り組んでい

くものと思っております。

○山下委員 結局、黒字化を目指していこうと

しているわけですよね。今までも同じ課題であっ

ただろうと思っています。医療を担っていく県

立病院の役割としては、急性期が中心になって

きているだろうと思っていますが、平均ベッド

稼働率はどのくらいでしょうか。

○大野病院局次長 令和４年度の実績で、３病

院全体で71.2％、７割程度となっております。

○山下委員 経営計画を進める中で、ベッド稼

働率の目標は持っていないんですか。

例えば、いわゆる慢性期の患者を長期間県立

病院が確保することはできないんでしょうけれ

ども、やはりベッドの稼働率を上げることも、

経営計画として必要だと感じています。医療と

して受入れ体制などの考え方の方針はないんで

しょうか。

入院患者の受入れと、入院期

間の日数や利用率については、経営に一番影響

する部分でございます。

それと、県立病院だとＤＰＣという診療報酬

の制度があり、薬の種類や医療行為による出来
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高ではなくて、この病気であれば大体幾らと決

まっています。そうなってくると、早めに退院

していただいたほうが、早く次の方に入院いた

だけますし、ベッドの回転率を上げていくこと

になりますので、やはり病床利用率や入院期間

をより短くすることによって、経営に影響する

という部分はしっかり考えないといけないです。

先ほど申し上げましたように、各病院で経営

改善に取り組んでおりますが、病床利用率や在

院日数は逐次チェックしながら、どこにさらな

る改善点があるのか、どういった方針でベッド

のコントロールをしていくのかについて、医師

やコメディカル 看護師などが議論し、経営

に結びつくような形で実際の病院運営をやって

おります。そういった積み重ねや、さらにどう

いう取組をするかをこの計画の中に反映できれ

ば、それをしっかりと組み立てていくことにな

ると思っております。

○山下委員 ベッドの稼働率が約71％というこ

とでしたが、ホテルやアパート経営にも採算の

ラインがあります。ホテルは70％以上稼働しな

いと赤字になっていくと言われているんですが、

まさしくそのことも考えていかないといけない

と思うんです。

そのために、県病院も以前からするとベッド

数を減らしてきたんです。急性期を中心とする、

いわゆる医療単価の高い部分を担って、２次、

３次医療をやっていくのが公の病院の役割だと

いうことで取り組んできたんです。

県立宮崎病院の入院稼働率が高いのか低いの

か分かりませんが、病院事業会計を黒字化して

いこうということであれば、団塊の世代がみん

な後期高齢者になってくると、一番医療が必要

になってくると思うんです。私が言いたいのは、

このときに、改善策をしっかりと進めていかな

いといけないということです。そのことを踏ま

えた経営計画になってくれるとありがたいと

思っています。

経営計画では、ベッド稼働率を上げることも

必要かなと思うんですが、考えを教えてくださ

い。

○大野病院局次長 現計画においても、計画の

最終年度の令和７年度に81.5％を目指すという

目標を掲げています。

策定当初の令和元年度は77％ぐらいありまし

た。新型コロナの影響もあったり、移転の関係

で少し下がったりということもあり、令和４年

度は71.2％になっているんですけれども、コロ

ナ禍以前の状況になってくれば、81.5％という

数字は達成できるということで、紹介や逆紹介

などのシステムをうまく回していくことにより、

稼働率自体も上げられるということで策定をし

ております。

新しい計画においても、個別具体的に複数の

指標を示すということにしていますので、同じ

ように、金額という意味の数字だけではなくて、

医業をやっていく中での目標設定というのも

しっかりしていきたいと考えております。

○武田委員 病院事業経営計画について、全体

的な議論として、少子高齢化、人口減少と今回

の新型コロナ、また、新しく発生するかもしれ

ない新型感染症への対応と医師の時間外労働の

規制等と、限られた資源を有効に使っていくた

めに機能分化して連携を強化するということで

した。

私は串間市選出なので、日南市や串間市では

やっていかないと難しいんだろうなという思い

はあるのですが、実際問題として、優良な病院

というのはやっぱり人口密集地にあると思いま

す。そこを模倣しても、地域の病院は難しいだ
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ろうというのが一つあります。

また、例えば、県立日南病院があるところを

担ってくれて、串間市民病院は、医師の確保も

大変だからここの部分は県病院で対応をお願い

します、ということになっていくと、公共交通

機関が日南市や串間市はＪＲしかありません。

機能分化していくこと自体はいいことだと思

うんですけれども、県立日南病院に最近行くこ

とがありましたが、80代の方がやっと車を運転

し、駐車場でなんとか駐車をしていました。県

立病院と両市が話合いの場を持って、病院計画

を進めていかれるんでしょうけれども、実際に

生活されている方々の日常の行動は考えられて

いるのでしょうか。宮交バスも日南－串間間は

走っていません。赤字の問題で廃線も今後議論

になってくる中ですが、ＪＲしか頼れないんで

す。

人口減少で若者が少なくなって、病院まで送っ

ていく人もいない中で、串間市民病院が担えな

いところを県立日南病院まで行かないといけな

いということになってきます。先ほど、日高委

員からもありましたが、東臼杵地域や西臼杵地

域もそういった状況が発生してくると思います。

地域の環境や公共交通の状況も考慮に入れて計

画を立てられるのでしょうか。

病院経営側から見ればしっかりと黒字化をし

ていただきたいし、私も議員という立場では、

黒字化していただきたいんですが、地域差があ

る中で黒字化を目指すということになると、切

り捨てられる部分が出てくるのではないかと大

変心配しています。そのあたりは、この経営計

画の中にしっかりと盛り込まれていくのかお聞

きします。

○大野病院局次長 地域で公立病院の部会をつ

くり、機能の分化や役割分担の議論をしていま

す。委員がおっしゃるとおり、身近な医療はやっ

ぱり身近な場所で受けるというのがいいことで

すし、高度急性期のようなところは毎週通うと

か、毎月通うことではないので、そこはやはり

一定の集約が必要になってくるんだろうという

議論も市町村も含めて、部会の中でやっていま

す。

ほかの地域においても、それぞれ地域医療構

想の中で議論していくので、全体の中で県立病

院が何を担っていくかを計画の中に書き込んで

います。ただし、独りよがりに書き込んでいく

だけではいけないので、地域としっかりと議論

することが前提としてありますし、ガイドライ

ンもしっかりと地域と議論することを求めてい

ますので、地域性であるとか、交通手段の問題

なども考慮しながらまとめていくよう進めてい

きたいと思います。

○武田委員 しっかりとそこを担保していただ

きたいと思います。

少し経営計画から離れるかもしれませんけれ

ども、報告数の少ない難病の患者が通院してい

た県立病院に先生がいなくなって、県立病院で

医療を受けることができないという事案の相談

がありました。もちろん報告数の少ない難病の

患者だと、医師の確保も大変だと思います。

宮崎市には県立宮崎病院や宮崎大学医学部附

属病院、市郡医師会病院、個人の大きな病院も

たくさんあるので、地方に住む私たちとしては、

医師の少ないところ、医療の大変なところに医

師を配置していただきたいなという思いがあり

ます。もちろん全体的な流れの中で配置される

でしょうから、しっかりと人口の少ない地域に

対しても目をかけていただいて、ローテーショ

ンを組んで医師を回していっていただきたい。

人口が減れば減るほど、合理化していかない
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といけないのは重々承知はしているのですが、

地域の病院にも行くのが大変だという人もたく

さんいらっしゃいます。経営計画で黒字化を目

指していただきたいんですが、先ほど次長が答

えられたように、地域のことも考えていただい

て、地域に住む人に優しい経営計画の文言も入

れていただけるとありがたいと思っていますの

で、よろしくお願いいたします。

○永山委員 収支計画や経営指標について、各

年度ごとに数値目標を定めたり、収支計画をさ

れるということですけれども、令和６～９年の

４年間でそれぞれ計画をされる中で、期間中の

達成状況などのモニタリングというのはどうい

う状況になるのかが気になったので教えてくだ

さい。

○大野病院局次長 全てを年度ごとではなくて、

必要な指標については年度ごとに数字を示すと

いうことになっております。

病院事業の評価委員会を持っておりまして、

そこで年に１回、決算や決算を踏まえた数値目

標、収支の状況を報告して議論いただき、意見

をいただいいております。そういう場面を通じ

て、毎年の達成状況についてはチェックをして

いきたいと考えております。

また、議会でも、達成状況について報告し、

議論いただくという場をつくることになると考

えております。

○永山委員 チェックをしていく中で、少し軌

道修正が必要だというときには、途中での改定

もあり得るということでしょうか。

○大野病院局次長 場合によっては、大きく乖

離をするとか、新型コロナが突然発生したよう

に、情勢も急に変わるということもあり得ます

ので、令和９年度まで改定しないということは

ないと思います。状況に応じて、現状と乖離が

あれば、しっかりと分析をして改定することも

あると考えております。

○下沖委員 このガイドラインの目標が達成で

きなかった場合に、国からの指導やペナルティ

ーとかがあるのかお聞かせください。

○大野病院局次長 計画未達成に対するペナル

ティーのようなものは特にございません。

○下沖委員 指導もないのでしょうか。

○大野病院局次長 状況についてヒアリング等

がありますので、ヒアリング等で経営の状況や

改革の状況は報告をすることになると思います。

それをもって何かペナルティーがあるとかとい

うことは特にございません。

○下沖委員 この黒字化に向けてですけれども、

不採算部門でも、民間が担えない産婦人科、小

児救急などを削っていくことがないようにお願

いしたいと思っています。

また、民間病院がやっている採算性が高い事

業などを市町村の公立病院は競合しないように

という流れもあったりするんですが、県の場合

はそういうものがあるのでしょうか。

○大野病院局次長 公立病院の担う使命という

ところで、政策的医療や不採算部門を担ってい

くというのは当然の責務としてありますので、

そこをやらないとか、やめるということはない

と思います。そのために一般会計の繰出しがあっ

て、政策的医療を担うという役割があって、一

般会計の繰出し、繰入れも頂いているところで

す。効率化だけを求めて、赤字不採算を縮小す

るという議論にはなりません。地域医療をしっ

かりと守っていくという中で、県立病院の立ち

位置を考えていきたいと思っております。

○下沖委員 在宅療養とか加点方式も変わって

くる中で、民間と少し競合するところも出てく

ると思うんですけれども、やはり収益性が高い
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事業はなるべく取り組んでいただいて、黒字化

を目指していただきたいと思います。そこは民

間とうまく調整しながらになりますけれども、

あまり民間を意識し過ぎて、採算性が高い事業

をやらないということにならないよう気をつけ

ていただきたいと思います。

○山口副委員長 病院計画だと、最終計画年度

は経常収支比率98.3％になっています。昨年度

の数値がまだホームページに上がっていなかっ

たので追い切れていないんですけれども、令和

３年度は100％を達成しています。昨年度は赤字

だったんですよね。振れ幅がすごくあると思っ

ているんですけれども、現段階で、令和７年度

の数値についてはどう予測されているのかを教

えてください。

コロナ禍前と比較をされているので、コロナ

禍があってかなり数値が振れる中で令和７年度

の98.3％という数字について、どう見ていらっ

しゃるのかなと思ったところです。

○大野病院局次長 副委員長がおっしゃるとお

り、令和７年度の計画目標は98.3％であります。

令和元年度の策定時が97.4％あったものですか

ら、この時点では達成できる可能性がある数字

として目標を設定しました。現在90％台前半ま

で下がってきていますので、今の状況からいう

と、この目標を令和７年度で達成するのは非常

に厳しい状況であると考えております。

○山口副委員長 事業評価委員会の構成メンバ

ーは７月で入れ替わっているかと思うんですが、

今までと同じような属性の方々なのかを確認さ

せてください。

○大野病院局次長 委員の構成については、基

本的に変わっておりません。構成が８名で、県

の医師会長、宮崎大学医学部の教授から２名、

宮崎県看護協会長、公認会計士の方が１名、あ

と県北、県南それぞれ医療を受ける立場の代表

ということで、地域の方や地域の医療を守る会

の代表の方３名の合計８名で構成しております。

○山口副委員長 今回の改定に向けて、恐らく

経営のほうをかなり分厚くやらなくてはいけな

くなっていると思うんですけれども、委員の構

成メンバーの中で、経営関係の方が公認会計士

１名だと思うんです。これも今までと変わらな

いのではないでしょうか。それは少しどうなの

かなと思っていて、経営側の専門家などを少し

分厚くするような考え方はなかったんですか。

○大野病院局次長 この事業評価委員会の構成

を変えて、厚くするというのは考えていなかっ

たところです。病院の経営に当たってはコンサ

ルティングを入れていますし、それぞれ診療報

酬や薬剤の調達であるとか、それぞれ部門ごと

のコンサルティングもいろいろ活用してやって

いるところです。そういうアドバイスも受けな

がら、経営収支計画をつくっておりますので、

必要に応じてコンサルの活用も考えていきたい

と思っております。

○日高委員 医師会は、効率化しか言いません。

はっきり言って、中山間地の医療はもういいよ

といったものが見えるんです。そして、先ほど

言ったように、急性期の脳機能、脳神経がもう

なくなるんです。県北や県西は減ってきて１か

所ですが、県央は６か所あります。医師会ばか

り入れていると、そういう計画をつくりたがる

んです。

だから、そういったことも考えて経営計画は

つくってもらわないといけないけれども、これ

は国からの話ですから、地域の実情は本当に入

れられるのでしょうか。

例えば、病院ごとの別の地域医療構想計画が

ありますよね。そちらでいろいろと示して、こ
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の「病院事業経営計画2021」に地域の実情を明

記できるんでしょうか。改定方針という部分に

ついては、全く触れていませんよね。

○大野病院局次長 地域医療全体のことについ

て、「病院事業経営計画2021」の中で全てを表現

するのは非常に難しいと思いますが、県立病院

が地域の中でどういう役割を果たすかを、この

中で表現していきたいと思います。

地域全体で誰がどういう役割を果たしていく

のかというのは、地域医療構想の中で議論され

ますが、そこに私どもも参画してしっかり議論

していきたいと考えております。

○日高委員 武田委員には、「病院事業経営計

画2021」にはなかなか入れることはできないけ

れども、ほかの部分で入れますと言っておかな

いといけないでしょう。お願いしますよと言わ

れて、何も返事をしていない。計画に入れてく

ださいと言いましたが、局長は分かりましたと

言っていないじゃないですか。

だから計画には入れないけれども、別の部分

で補完してきちんとやりますよという答弁をし

たほうがいいのではないでしょうか。

先ほど申し上げたように、具

体的な地域の医療圏や、地域のありようについ

ては、医療計画なり医療構想に書くと思います。

今後変化してくる行政需要、その中で人口減少

や少子高齢化、先ほどおっしゃっていただいた

ような交通事情の変化 日南地区も東九州道

が伸びたことで、車で行ける範囲が変わって患

者の動向がどうなるのかというのも、条件とし

て考慮した上で、この計画をつくっていきたい

と思います。実際にそこを総括するような形で

は表現できませんけれども、具体的な計画をつ

くるための基礎的なデータとして、そこを踏ま

えた計画にしていきたいと思っております。

○日高委員 それでいいんです。多分そうかな

と思っていました。

それと、新型コロナウイルス感染症患者等入

院病床確保支援事業費補助金の返還についてで

す。これは、新型コロナ対応のために病床を確

保した場合、当日から病床確保料の対象になる

と確認をしていたけれども、後から対象になら

ないことが明示されたことから返還となりまし

たとありましたが、誰に確認したんですか。

○大野病院局次長 確認ではなくて、当日、患

者Ａが退院して患者Ｂが入院すれば、通常は当

然に診療報酬が入ってきます。これと同じ考え

方で、当日から病床確保の対象になると、全国

的にそういった認識で申請をしていたところで

す。

それが、会計検査で指摘を受けて、国が全国

に調査を発出しました。そこで、改めて確認を

したところ、午後からの病床確保については対

象としないということを国が通知をもって明示

をされたということで、返還をすることになっ

たのが経緯でございます。

○日高委員 こういう形でいいでしょうとなら

ない限り、県は国に請求しないのではないでしょ

うか。午後から入院した患者も報酬の請求をし

たわけでしょう。

○大野病院局次長 これは仮定の話でございま

して、上の段は、患者Ａが退院したことで、通

常であれば患者Ｂを入院させることができるの

で、患者Ａと患者Ｂから診療報酬を得ています。

そうではなく、下の段のとおり、新型コロナ用

ベッドとして確保すれば、入院をさせて診療報

酬を得ることができなくなります。病院として

稼働しないで置いておきましょうと決めたわけ

なので、病床確保料として請求していいはずだ

という解釈を、私たち含め全国の病院がしてい
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たということです。

それが、翌日以降でないと確保料として認め

ませんという通知が出されたので、その差額を

返還することになったという経緯でございます。

○日高委員 見切りでやったんですね。基本的

に各県の病院がこうだろうと確認もしなかった。

当然、病床確保料が入ってくると思って大丈夫

だろうといった感じでされたんですよね。

○大野病院局次長 正直に言いますと、大丈夫

だろうという感覚もありませんでした。

ベッドの稼働率を国に報告するとき、一般的

なカウントの方法が、０時を越えるタイミング

11時59分の段階で、空いているか空いてい

ないかというのをデータ上もよく使います。私

どもも含めて全国的にもそういうシステムが

入っているので、当然ここでカウントするんで

しょうという考え方で、２つ取れるんだから２

つ取りましょうという意識まではなかったとこ

ろでございます。

○日高委員 そういった状況であれば、これは

返還しないといけないのでしょうか。返還しな

さいと国から言われた際、「こういった形で国は

やっているじゃないですか」、「宮崎県は返還し

ないですよ」というように、返還に応じないと

いうことは議論がなかったんですか。

○大野病院局次長 この問題が発覚した時点で、

事務的に解釈のこととかについて、福祉保健部

を通じて国と県との間で様々なやり取りがあっ

たと聞いております。その上で、国がしないと

いう決定をされたということであると考えてお

ります。

○日高委員 国は返還しなくていいということ

なんですね。

○大野病院局次長 国は、県の解釈が違うとい

うことで、当然に修正して返してくださいとい

うことで動いております。

○日高委員 国が県の解釈が悪かったと言って

いるんですか。県が国に対して言っているんで

すか。

○大野病院局次長 国が県の解釈、それぞれの

病院の解釈が間違いですと言っています。翌日

から取るのが正しいというのが国の解釈で、そ

うではないところは返してくださいというのが

国の答えです。

○日高委員 最後ですけれど、２年もたって会

計検査院が来てそんなことを言われても、冗談

じゃないという話を逆に突きつけて言うくらい

のことはなかったのでしょうか。国が間違いだ

ということもおそらくあるでしょう。

国に言われたら分かりましたと、なぜ弱くな

るのかなと思うんです。坂口委員が言ったよう

に、全国知事会の地方税財政常任委員長もいる

わけでしょう。

○坂口委員 官民、都道府県、市町村問わず多

くの病院がこれをやっていますよね。だから確

信犯ではなく、やはり解釈の違いかなと思いま

す。そして、ましてやベッドを空けておきなさ

いという内容だから、解釈はそうなると思うん

です。

少し不謹慎かもしれないけれども、ホテルで

もチェックアウトしてチェックインさせたら、

その日の分が二重になりますよね。こういう解

釈が違う例が今までなかった。今回、会計検査

の指摘対象になって、そこで詰めたところ、こ

れはダブルカウントになるということで、２年

前に遡って返還請求というのが実態かなと思っ

ています。

そうではなく、もらえるものはもらおうとい

う確信的なものだったら、全国的にバラバラな

状況だと思いますが、今回は全国的にこのよう
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な実態になっているので、やはり解釈上の問題

だったのかなという気がします。

だから、どちらが良い悪いではないのですが、

お金の扱い方として、２つはやっぱり取れない

ということはあります。今回少し悩ましいのが、

実際に入院して、ベッドに寝ていなくても、こ

れを新型コロナで確保していたら、そこに対し

ては経費が支給されますという会計だったから

起こったことで、通常は起こり得ないんじゃな

いかなと思うんですけれども、どうでしょうか。

きちんとした解釈の基準が示されていなくて、

診療報酬はこういうものに出ますよ、ベッド確

保はこういうものに出しますよという、それぞ

れの考え方に基づいての請求だったというのが

実際じゃないかなと思うんですが、そこはどう

でしょうか。

おっしゃっていただいたよう

に、通常は、患者が午前に退院されて別の方が

午後から入院されたら、患者Ａからも患者Ｂか

らも診療報酬をいただくことになります。

今回の、午前中に診療報酬をいただいていた

患者Ａが退院して、午後にコロナ患者のために

病床を空けている分は、診療報酬ではなくて確

保料という補助金 診療の実態はない待機の

ための費用ですので、出すための根拠が厳格に

判断されたのは、我々の立場からすると少しど

うなのかなという気はしております。

会計検査院の指摘を受けて、厚生労働省とし

ても頭を整理され、病床確保料を補助金として

出すというこの制度においては、診療報酬との

重複は違うとの結論が出たものですので、我々

補助金をもらう側としては従わざるを得ないと

思います。

これまでも、病床確保料の支給期間は患者を

受け入れていない期間だという記述はあったん

ですけれども、午前に退院されて午後、入院確

保するためにというピンポイントでのＱ＆Ａや

説明はなかったので、坂口委員からおっしゃっ

ていただいたように、まさに受け取った側と出

した側との解釈の違いというところが原因にな

ります。まさに、今までにない制度としてつくっ

ていただいたところの課題だったと思いますの

で、そこはしっかり返すという指導があれば、

受けざるを得ないと思っています。

○坂口委員 感染症対応型のベッドを空けてお

かなくてはいけないという義務的なものがある

から、そういう解釈だったのかなという気がし

ます。これは、そのあたりの解釈を整理したと

いうところまでで、この問題は終わりじゃない

かなという気がするんです。

○重松委員長 最後に、その他で何かございま

すか。

○日高委員 一般質問の県民連合立憲の代表質

問で、松本議員から空飛ぶクルマの話がありま

した。その中で、県立宮崎病院も推進委員会に

所属されているという話があったと思います。

しかし、現実的にはドクターヘリを受け入れた

いけれども、空飛ぶクルマのためにドクターヘ

リの導入が厳しくなるんじゃないかという質問

だったと思います。大まかにいうとそういった

質問でした。

以前、厚生常任委員会のときに県立延岡病院

に行って、ドクターヘリは現実的に必要だとい

うことで、格納庫を早く見つけて、広域的にど

うにかできないかという思いが私自身もあるん

です。

ドクターヘリの導入について、県立延岡病院

としてはどう捉えているのか確認しておきたい

と思います。

○寺尾県立延岡病院長 日高委員からの御指摘
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もありましたように、２機目のドクターヘリを

という話 日高委員が厚生常任委員会で県立

延岡病院に調査に来られたときに、県内で２機

目のヘリの基地が県立延岡病院にできて、格納

庫もできて、という話をさせていただき非常に

うれしかったという思いもありまして、そちら

も続いております。

ただ、この空飛ぶクルマについても、私ども

のところに話が来ました。院内で救急部の者と

医療の多様性や災害医療の問題などを考えると、

ドクターヘリももちろん大事です。今のところ

空飛ぶクルマは２人乗りぐらいと聞いておりま

すので、どういう使い勝手が考えられるだろう

か、ドクターデリバリー 医師を運んで現地

に連れていくことを考えると、ドクターカーよ

りは速い、ドクターヘリでは行けないところに

使えるものになるんじゃないかというような話

合いを行いました。

靴に例えると、長靴もあれば革靴もあれば運

動靴もスリッパもありますが、それをいろんな

目的に応じて使えるんではなかろうかというこ

とです。

この空飛ぶクルマというものが５か年計画で

延岡市で動き出したということに対して、完全

に私どもが同意したというわけではなく、連携

は取るということで延岡市医師会や宮崎大学も

含めて動いております。

ドクターヘリの２機目を否定しているわけで

は決してありませんし、むしろ歓迎したい。こ

ちらも急いでいただきたいという思いはありま

す。

○日高委員 よく分かりました。

院長の今の答弁で少し疑問に思ったんですけ

れども、ドクターヘリもドクターカーも導入さ

れているけれども、２人乗りの空飛ぶクルマに

ついてはイメージが湧きません。この辺で走っ

ていれば分かるけれども、２人乗りの空飛ぶク

ルマはどういうものなのでしょうか。

○寺尾県立延岡病院長 もちろん私たちも、ま

だイメージが湧いているわけではありません。

今のところ可能なのは２人乗りと聞いています

し、目指すは５人乗りだとは聞いております。

実際に、開発を進めている慶応大学の教授と

も話をさせていただいたんですけれども、５年

後に何人乗りのものが出来上がってくるかとい

うのはまだ分からないとのことでした。２人乗

りのものは、中国製のものがあるというので、

早ければ今年度中に延岡市内で実験飛行をやる

ということも聞いております。

○日高委員 実験飛行までされるということに

驚きました。そうなってくればもう路上を走る

車はいらないですね。

そのあたりの情報は入ってきていませんでし

たが、そこまで進展しているんですね。分かり

ました。

○重松委員長 その他で、ほかにございますか

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。執行部の皆様お疲れさまで

した。

暫時休憩いたします。

午前11時36分休憩

午前11時38分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

次は、福祉保健部の審議となりますが、まも

なく正午となりますので、この後は午後１時か

らの再開としたいと思いますがいかがでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○重松委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。

暫時休憩いたします。

午前11時38分休憩

午後０時57分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。

○川北福祉保健部長 それでは、着座にて御説

明をさせていただきます。

早速でございますが、当委員会に御審議をお

願いしております議案等につきまして、概要を

御説明申し上げます。

常任委員会資料の目次を御覧ください。

本日は、予算議案１件、報告事項が２件、そ

の他報告事項が１件、そして、その他事項とし

て２件ございます。

資料の３ページを御覧ください。

今回の補正予算につきましては、議案第１号

「令和５年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）」

の１件になります。

補正額は、歳出予算説明資料部別総括表の福

祉保健部の行の補正額欄にありますとおり、一

般会計で842万8,000円の増額をお願いしており

ます。この結果、福祉保健部全体の補正後の予

算額は、同じ行の補正後の額の欄にありますと

おり、一般会計と特別会計を合わせまして2,670

億2,164万円となります。

予算議案の詳細につきましては、この後、担

当課長から説明をいたします。

説明資料の目次にお戻りください。

次に、報告事項についてであります。

本日御説明いたしますのは、（１）県が出資し

ている法人等の経営状況について、及び（２）

公立大学法人宮崎県立看護大学の令和４年度及

び第１期中期目標期間の業務実績に関する評価

結果について、の２項目であります。

詳細につきましては、後ほど担当課長から御

説明いたします。

次に、その他報告事項についてでありますが、

病床確保に係る国庫補助金の返還についての１

項目であります。

詳細につきましては、後ほど担当課長から御

説明いたします。

最後に、目次にはございませんが、その他事

項といたしまして、10月以降の新型コロナ対応

について及び新型コロナワクチン接種（令和５

年秋開始接種）についての２点につきまして、

後ほど追加資料によりまして、担当課長から御

説明させていただきます。

○重松委員長 次に、議案等についての説明を

求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○長倉福祉保健課長 常任委員会資料の４ペー

ジを御覧ください。

福祉保健課の補正予算額は、左から２列目の

補正額欄にありますとおり、842万8,000円の増

額補正であります。この結果、補正後の予算額

は、右から３列目の補正後の額欄にありますと

おり、131億4,634万9,000円となっております。

それでは、補正内容について御説明いたしま

す。

５ページを御覧ください。

一番下の自殺対策費の説明欄１、「「いのちを

つなぐ」「地域で支える」自殺対策推進事業」255

万7,000円の増額補正、そして、次の２、「コロ

ナ禍における自殺予防強化事業」587万1,000円

の増額補正であります。これはいずれも、市町
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村が実施する自殺対策事業に対して国が補助金

等を交付するものであり、県で一旦受け入れて、

その全額を市町村に交付するものであります。

本年度は県内市町村の多くが自殺対策の改定

年度となっており、例年より市町村からの補助

要望額が多く、国庫補助の決定を踏まえ、増額

補正をお願いするものであります。

財源につきましては、全額、国庫支出金であ

ります。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等について、質疑はありませんか。

○武田委員 自殺対策に対する経費なので、経

費としては問題ないと思うのですが、自殺対策

をすることによって、10年とか20年のスパンで

見たときに、全国と宮崎県内で自殺者数はどの

ように推移しているんでしょうか。

○長倉福祉保健課長 自殺者数につきましては、

ずっと高い水準でありましたけれども、少しず

つ減ってきまして、令和元年が底でございまし

た。その後、コロナ禍ということがあるかもし

れませんけれども、また上昇傾向にあります。

令和４年は宮崎県が213人となっております。そ

して、全国でワースト３位ということで非常に

厳しい状況でございます。

今回、補正でお願いしていますのは、市町村

に対する補助事業になります。市町村もかなり

力を入れて自殺対策の事業をやっていきたいと

いうことで、多くの事業が上がってきたところ

です。

今年度は、県も自殺対策行動計画を改定する

年度でありますので、市町村や関係機関とも連

携しながら１人でも救うということを念頭に、

この数字の回復を図っていきたいと思っていま

す。

○武田委員 令和元年が底で、また少し上昇傾

向とのことで、新型コロナによるものもあるの

ではないかということでした。その抜本的な対

策を練る上で自殺の原因や本県の経済状況など、

いろいろなものを加味されるんでしょうけれど

も、そのあたりはどのように捉まえられている

のか。どのような対策を取ることが、自殺者数

の減につながっていくと考えられているので

しょうか。

○長倉福祉保健課長 コロナ禍と重なって自殺

者数が上昇傾向であるというところでございま

すけれども、自殺の原因というのは様々な原因

がございます。原因として、健康問題や家庭の

問題、経済的な問題というようなものが多いと

いうところでございます。事業で原因を全てク

リアするということは非常に難しいと思うので

すが、いろんな関係機関が一体となり、様々な

相談窓口を開設していますので、そこをきちん

と皆さんに知らせることによって、救う道があ

るのではないかと考えています。

３週間前に、ワンストップ相談会をイオンモ

ールで開催させていただきました。弁護士会、

司法書士会、精神保健福祉士、臨床心理士、あ

と健康問題ということで看護協会にもお願いし、

自分の悩みの内容によって専門家に相談をする

というような取組をしております。今年度もま

たやりたいと思っていますので、悩みがあって

も、いろいろな窓口があるんだということを県

民に知っていただき、そこで何か手だてが見い

だせないかと考えております。

○武田委員 自殺者数が全国ワースト３位とい

うことは、地域性のようなものがあるのではな

いかと思います。原因は多方面なものになるの

でしょうが、１つずつクリアしていかないと結

果的にはなかなか難しいと思います。

それと、イオンモールでワンストップ相談会
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を開催したということです。イオンモールは人

は集まると思いますが、相談をしたい方は、あ

まり人に見られたくないのではないかという思

いもあります。場所や時期を固定するのではな

く、いろいろと考えながら毎年チャレンジして

いただくとありがたいなと思っていますが、い

かがでしょうか。

○長倉福祉保健課長 イオンモールにつきまし

て、そういった点は検討材料と思っていたとこ

ろでございます。来年度以降もこのワンストッ

プ相談はやりつつ、遠方でなかなか来にくい方

に対してのアプローチなども考えていきたいと

思っております。

○武田委員 法律相談も各市町村で行っている

のですが、広報などに小さく書いてあったりし

て、必要な人に伝わっていないと思っています。

行政側としてはやるべきことはやっているんで

しょうけれども、ターゲットに伝わらないと結

果がなかなか出てきません。自殺者をなくすこ

とが目標でしょうから、本県から自殺者を出さ

ないために、どう寄り添っていかなければいけ

ないかということを市町村や各種団体と議論さ

れて、確実に結果が出るようにしていただきた

いと思いますので、よろしくお願いします。

○山下委員 補正で市町村からの要望が出てき

たということなんですが、例えば市町村はどう

いうことを自殺防止対策のためにやろうという、

強化していこうとしているのでしょうか。

○長倉福祉保健課長 今回、26市町村から事業

が上がってきたところです。26市町村のうち23

市町村が計画の改定を予定しているということ

で、その計画に当たっての市民へのアンケート

などの様々な調査や人材育成を強化してやりた

いということが、多かったというところであり

ます。

○山下委員 分かりました。

自殺対策はずっと取り組んでこられましたが、

なかなか全国ワーストから脱却できないという

状況がありました。やはり一番肝心なのは悩み

相談の電話ですよね。電話での受付体制がしっ

かりと出来上がっているだろうと思うのですが、

例えば市町村が電話での悩み相談を受けるため

に24時間体制を取るのでしょうか。一番思い悩

むのが朝方が多いと聞いています。その対応を

充実していくための取組かなと思ったのですが、

電話での悩み相談の充実はどういう状況なのか

お聞かせください。

○長倉福祉保健課長 電話相談事業は県が委託

して実施しています。今、委員が言われるとお

り、24時間365日対応できているというわけでは

ございません。朝方などが、人材確保の面でな

かなか充実できていないというところです。

協議会の中でも、やはり電話相談をまずは重

視すべきだという意見も出ているところです。

自殺を考えている人が電話をして、それにきち

んと対応するというのは非常に大きなところで、

スキルがないとなかなかできないということも

ありますので、まずは人材育成を進めて、電話

体制を充実していきたいと考えています。

市町村も精神保健福祉士や保健師などが対面

相談を受け付けたりしており、電話相談事業に

ついては、県が県内全体でやっております。

○山下委員 悩みを相談して、自殺を思いとど

まったという方が何人かいるのだろうと思いま

す。そのためにこの事業をずっとやっているわ

けです。例えば、自殺を思いとどまった方が自

身の体験談を交えて相談に乗ってくれるとか、

可能な限りそういった体制づくりも必要かなと

思っているところです。やはり朝方の時間は電

話対応をする方が少ないと、これは事実だろう
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と思います。

自殺を思いとどまって、明るく人生を過ごし

ている人もいるだろうと思います。そういった

方が、しっかりと対応してくれるかどうかはま

だ分かりませんけれども、そういうことが一番

の決め手になるかなと思っております。

○長倉福祉保健課長 いろんなアプローチや手

段で自殺を考える方に対して思いとどまっても

らうため、「ひなたの声かけ運動」ということも

やっています。みんなが声をかけて、「みんな見

ているんですよ」というようなことを運動とし

てやっているところでございます。

委員が言われたように、何かの機会に、思い

とどまったという非常に貴重な経験を披露でき

るようなことも検討していきたいと思います。

○山下委員 よろしくお願いします。

○坂口委員 改定に当たって大きく変わってい

く点はあるのでしょうか。

○長倉福祉保健課長 26市町村のうち23市町村

が計画の改定作業を進めていますが、逐一どう

いった形でやっているかというのは把握してお

りません。県については、現在検討中でござい

まして、11月議会にてある程度の素案をお示し

したいと考えています。

一次予防、二次予防、三次予防という形でま

ずは周知して、そして危険な状態までいかない

ようにする。三次予防というのは自殺未遂をし

た方や遺族に対する支援という、この大きな柱

立てはやはりベースかなと考えているところで

ございます。

○坂口委員 そうだろうと思います。だから、

これまで積み上げてきた知見を全て盛り込んで

いくことはあっても、これから消していくもの

はほとんどないんじゃないかと思うんです。と

いうのも、20年以上前になりますけれども、私

は自殺問題を取り上げたんです。そうしたら、

「何で議会で自殺問題なんか取り上げるの」、「坂

口に何かあったのか」という調査が入るくらい、

その当時の行政のスタンスの取り方に違和感を

覚えました。

そのときに気になったのが、例えば、宮崎県

が農業の生産性をどんどん上げようということ

で全国８位になりました。ところが、農家の所

得はものすごく下降していったんです。それで

も投資をしないといけないから、資金を借りな

いといけません。

可処分所得が全国で一番低い中で、生命保険

にかける金額がすごく大きかったのです。これ

以上は言わないけれども、このことが何を意味

するかですよね。

そういったことをどんどん推進していきなが

ら、その頃は自殺者数の伸び率が全国ワースト

１位、断トツになったんです。そこで、当時の

松形知事に「あなたのやっていることはこんな

ことだよ」と言ってから、当時の福祉保健部長

が電話相談をやると言ったけれど、ずっとでき

ませんでした。すぐにやっていれば、という思

いもあったんだけれども、できませんでした。

そのとき、国もおかしいなと思ったことがあ

ります。それまでは、自殺の原因として経済的

なもの、病気や不安あるいは仕事といろいろな

ことが示されていたけれども、警察庁がこれを

出さなくなった時期がありました。これを総じ

ていくと、経済対策の失敗だということに行き

着きます。というのも、病気や不安も、ほとん

ど経済的理由が発端なんです。その時点で気が

つかないといけないのに、自殺したときの状況

がどうだったかということを原因に挙げている

のです。

だから、そういう点も反省していただいて、
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本当に国や県の経済政策、あるいは健康とか福

祉に関わる政策のどこに間違いがあったのかと

いうところ、その起点は正確に分析していく必

要があります。今回、改定されるに当たって、

どこから始まったのかということをきちんと分

析しないと、的確な対応にはならないのではな

いかと感じています。

それから、画期的じゃないかと期待されたの

が、理容所の人と１時間くらい対面で接し、自

殺防止を呼びかけたり、情報提供してもらうと

いう事業も奨励していきました。

しかし、コロナ禍になってそういうことがで

きなくなってしまいました。そのときに、ポス

ト理容所を講じられたかというと、やはりそれ

はありませんでした。自然消滅となったから、

上がってくるものも少なくなったんではないか

なと思っています。しかし、そこで１人でも効

果が出ていれば、それに代わるものを創出する

か、新型コロナ対策に工夫を凝らして、事業を

続けていくということかというのは、もう少し

国は力を入れていく必要があります。やはり１

人でも命を救うということはすごいことです。

それと必ず、電話相談や対面相談を受けるに

当たって、思惑が外れたときのその人の自責の

念はすごいものがあります。次はその人がまた

同じような道を選ぶ可能性があるほどです。相

談事業は大変な責任が伴うことです。だから、

言われたように、人材育成には相当な力を入れ

ていって、専門家を入れたりしてやっていく必

要があるかなと思っています。

これは徹底してやって、自殺者を１人でも減

らしていかないといけない。宮崎県が一番良かっ

た状態のときのこともしっかりと生かせるよう

に、そこも精査していく必要があるんじゃない

かなと思っています。

これはかなり総合的に取り組まないといけな

いということと、先ほどから言いますように、

本当にそこに行き着くことになった原因が何

だったのかということです。

そこをしっかりしておかないと、病気だから

自殺してしまったと簡単に判断してしまいます。

そうではなく、もっと経済的な問題というもの

を解明してほしい。特に国の仕事というのが大

きいと思うんですけれども、経済政策は今のま

までいいのかとか、生活保護などの福祉政策が

本当にそれでいいのかということを、徹底的に

解明していかないといけません。理由について

詰めていくと、日本の経済政策って何なのかと

いうことに行き着くような、そんなものを秘め

ているような気がしています。

コメントしにくければしなくてもいいんです

が、私はそこに疑問と不満を感じています。

○川北福祉保健部長 委員からいろいろ御指摘

がございました。自殺に関しましては、本当に

いろいろな要素が複合的に絡んでいます。さら

にその背景です。後ろの大きな背景という部分、

福祉問題、福祉関係の施策という部分も含めて

いろいろと考えていくことは非常に大事だと

思っております。

今回、計画の改定をしますので、そういった

部分も含めて、様々な検討をしてみたいと考え

ております。ありがとうございます。

○坂口委員 ぜひお願いします。最初に発信さ

れたＳОＳをキャッチできるような人材育成か

ら、あらゆる総合的な手だてが必要と思います。

当初、私が取り上げた時分ではまだ、自殺遺

児の方はあしなが育英会の対象にすら入ってい

ませんでした。そこは現在はカバーしてくれる

ようになりました。そういった取組は徹底して

やっていって、自責の念に陥ることを防いであ
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げるということと、そのことで残された方にも

次の苦しさが待っているということも排除して

あげるということが重要です。総合的に総力を

挙げていただきたいということをお願いしてお

きます。亡くなった命は返ってきませんから。

○川北福祉保健部長 自殺の関係につきまして

は、いろいろな案件を私も伺っております。本

当に心が痛むところがございます。１人が亡く

なると、10人、20人という親族の方が非常に影

響を受けてしまいます。本当に１人を救うとい

うことは大事なことだと思っておりますので、

真摯に自殺問題を受けてしっかりと検討してま

いります。

○坂口委員 どうしても責任が大きくなります

が、ぜひ総力を挙げて努力していただきたいと

思います。これはお願いで終わります。

○山下委員 先ほど、福祉保健課長から前向き

な答弁をいただきました。電話相談で思いとど

まって立ち直ったんだと、これが一番重みのあ

る発言だろうと思います。相談受付やその経過

はきちんと把握していると思いますが、その中

で「私は思いとどまることができてよかった」

といった、折り返しの電話も来ているのでしょ

うか。

○長倉福祉保健課長 そういう思いとどまって

すごくよかったんだというような電話が来てい

るということは、私どもは聞いていませんが、

電話相談を受けた際に「分かりました。ありが

とうございます」と高齢の方などが電話口で涙

を流されていたというような話はあるそうです。

やはり相談事業は非常に重要な事業だと思って

おりますので、委員が言われるように充実を図っ

ていきたいと考えています。

○山下委員 ぜひお願いいたします。自殺者を

年代別で見ると50代が多かったと思います。そ

の年代は事業的な失敗や家族の問題、いろいろ

あるだろうと思うんです。だから、最も効果が

あるのは、相談員がしっかりと寄り添ってあげ

て、10人の相談があって１人でも思いとどまっ

た人がいれば、そういう人たちに体験談を話し

てあげるというのが一番効果があると思います。

そのあたりの体制づくりも、できましたらよろ

しくお願いします。部長も長年、福祉保健部に

所属されていて、この問題の一番のエキスパー

トだと思うので、ぜひ検証していただき、取り

組んでいただくとありがたいと思います。

○永山委員 私も親戚や友達を自殺で亡くして

おり、何で気づいてあげられなかったのかとい

う自責の念に駆られたこともありました。市町

村で身近な人のサインを見逃させないように、

ゲートキーパーの養成をずっとされていると思

うんですけれども、コロナ禍によって、養成講

座が開けなかったりなどの影響もあったのかな

と思います。

現在のゲートキーパーの養成の状況を教えて

ください。

○長倉福祉保健課長 ゲートキーパーの養成に

ついては、先ほど坂口委員も言われましたが、

理容所で散髪をしながら話を聞いたりなども、

一つの命の門番という意味ではゲートキーパー

だと思います。その養成がコロナ禍により、な

かなかできていなかったというのが実情であり

ます。

今年度、新型コロナも新しい段階になって、

私どもも理容所に対するアプローチを再度始め

ました。市町村につきましても、民生委員や児

童委員の方たちへの対応をやり始めたという話

を聞いているところでございます。命の番人で

あるゲートキーパーの育成というのは非常に重

要だと思っていますので、そのあたりも今度の
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計画で位置づけながら対策を取っていきたいと

考えております。

○下沖委員 私も身近な人間を自殺で亡くした

んですけれども、以前からゲートキーパーの養

成講座があると聞いていましたが、県民運動と

して、県民一人一人がゲートキーパーになる。

身近な人が寄り添わないと、他人がゲートキー

パーとして介入することは、なかなかできない

んです。

だから、コロナ禍でなかなか接触ができなかっ

たことをもう一度見直して、自分のことで精一

杯かもしれないけれども、身近な人をまずは思

いやって声かけや電話をしてみるといった県民

運動をすることによって、変わってくるのかな

という思いもあります。どうか専門職をつける

とか養成していくよりも、県民全体の意識を変

えていくような運動も予算を使ってできればと

思いますので、そのあたりも検討していただき

たいと思います。

○長倉福祉保健課長 県民一人一人がゲートキ

ーパーのように話を聞いて、サポートしていく

ということにつきましては、現在も「ひなたの

キズナ声かけ運動」を行っております。やはり

まだ十分に浸透していないだろうと思いますの

で、継続しながら、一つの県民運動という形で

ＰＲしていきたいと考えています。

一人一人がそういった意識を持って、人と接

するというのは非常に重要なことだと思ってい

ますので、今後とも重点化してやっていきたい

と思います。

○日高委員 この時期の国庫補助決定は普通な

のでしょうか。当初予算でも市町村の改定があ

るのは分かっているので、９月補正予算でこれ

だけ福祉保健部の事業として上がってきたこと

に少し違和感を感じてしまいました。

先ほど23市町村の改定時期に併せてというこ

とでしたが、23市町村全てを網羅した予算なの

でしょうか。残りの３市町村については、どう

いう状況なのかをお聞きしたいと思います。

○長倉福祉保健課長 なぜこの時期かというこ

となんですけれども、「「いのちをつなぐ」「地

域で支える」自殺対策推進事業」は、これまで

国の補助制度を活用してやっていた事業でござ

いまして、県の予算額で1,700万円を計上してお

りました。当初予算では足りず、255万7,000円

の補正をお願いするところですけれども、昨年

は実績として985万6,000円でございました。16

市町村で、１市町村当たり大体60万円強ぐらい

でございます。

そういった昨年度の実績も踏まえて、仮に26

市町村が約60万円の事業をやるとすれば、1,700

万円程度で問題ないと想定して予算を計上して

いたところであります。ただ、市町村も取組が

大きいということで、補正をお願いすることに

なったところでございます。

ちなみに、補助金の交付決定が５月中旬になっ

たものですから、今回の９月補正予算でお願い

することになりました。

残りの３市町村も、事業はやっております。

今回の補助金を使うのが16市町村で、残りの10

市町村は補助金ではなく、独自の予算とかで対

応するということでございます。

○山口副委員長 この２つは市町村の改定にあ

わせて今年度つくって、次年度以降の計画の改

定に使われるということでいいんですか。

○長倉福祉保健課長 今年度、改定作業をする

ということで、来年度以降が計画のスタートに

なってくるところです。

○山口副委員長 「コロナ禍における自殺予防

強化事業」について当初予算で調べたんですけ
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れども、今年度の新規事業であって、あくまで

今年度でやるということです。

さらに、成果指標は令和５年度の自殺者死亡

率が成果指標になっているんです。その事業に

対して、次年度以降の計画に対するものに予算

が使えるというのが少し違和感があって、今年

度の対策でしっかり使わないといけないんじゃ

ないかなと思っています。次年度の計画のもの

にお金を使ったとしても、今年度の自殺死亡率

に対してのインパクトがないんじゃないかとい

う気がするんですけれども、これは事業の設計

上、次年度に計画をスタートするものについて

も使ってよいという形になっているんですか。

○長倉福祉保健課長 これは国庫補助制度であ

りまして、国の地域自殺対策強化事業という制

度ですけれども、その補助制度に18のメニュー

があって、例えば人材育成や相談対応事業など

がありますが、その中の一つに計画策定事業が

入っています。その計画策定事業が今回の事業

の中で一番多かったということで、先ほど説明

したというところでございます。

○山口副委員長 この財源には宮崎再生基金も

入っているのですね。今回のものはたまたま総

額分は全部、国からのものかもしれませんけれ

ども、事業そのものは宮崎再生基金と国庫補助

金の組み合わせでやっていらっしゃるんだと思

います。その中の成果指標はあくまで今年度の

自殺率なわけです。そことの整合性がよく分か

りません。

○長倉福祉保健課長 補足になりますが、「「い

のちをつなぐ」「地域で支える」自殺対策推進事

業」については18のメニューがありますが、そ

の中に計画策定の事業が入っています。

そして今、委員がおっしゃった「コロナ禍に

おける自殺予防強化事業」は新規事業であり、

このメニューの中に策定事業は入っておりませ

ん。宮崎市も取り組んでいるのですが、例えば、

ＳＮＳでの相談体制構築ですとか、そういうも

のが入っています。

この「コロナ禍における自殺予防強化事業」

は、当初で600万円を計上していましたけれど

も、587万1,000円の補正をお願いしているとこ

ろです。これが３市が取り組む事業でございま

して、計画策定は入っておりません。自殺の対

策を取っていくということで、今年度の自殺者

数を減らしていくという事業でございます。

○山口副委員長 分かりました。

確認ですけれども、今までは市町村の計画と

いうのは、あくまで「「いのちをつなぐ」「地域

で支える」自殺対策推進事業」がメインであっ

て、もう一つの「コロナ禍における自殺予防強

化事業」というのは、今年度からの事業につい

てやっていくので、違うものになりますという

ことですね。

この資料についてなのですが、この資料だけ

だと、もともとの事業が分かりづらいと思いま

す。追えば分かるんですけれども、増額補正の

とき、こんな事業ですよというのを参考で載せ

ていただけると非常に審議がしやすいと思いま

すので、御配慮いただけると助かります。

○日高委員 今回は事業説明書のようなものは

ないんですね。いつもは事業についての説明資

料がありますよね。

○長倉福祉保健課長 今回は、個別の事業の説

明の資料はつけておりませんでした。山口副委

員長が言われることはよく分かりますので、工

夫はさせていただきたいと思っています。

○日高委員 「「いのちをつなぐ」「地域で支え

る」自殺対策推進事業」と「コロナ禍における

自殺予防強化事業」が混同しているんです。「コ



- 28 -

令和５年９月21日(木)

ロナ禍における自殺予防強化事業」には計画策

定が入っていなくて別に事業をしていますと

いっても、２事業合計の842万8,000円としか分

かりません。最初の部分では、その中で23市町

村が改定しますという説明だったと思うんです。

福祉保健部はきっちりやってくれる。新規事

業がないからということはあったのかなという

ことは分かるんです。

○重松委員長 ほかはございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、この審議は終了した

いと思います。

次に、報告事項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○新村指導監査・援護課長 宮崎県の出資法人

等への関与事項を定める条例の規定に基づき、

県出資法人等の経営状況について御報告いたし

ます。

令和５年９月県議会定例会提出報告書、「県が

出資している法人等の経営状況について」と記

載のある資料の181ページを御覧ください。

社会福祉法人宮崎県社会福祉事業団の経営評

価報告書について、御説明いたします。

概要についてですが、総出資額は１億3,755

万4,000円で、県からの出資はございません。

次に、県関与の状況でございます。

まず、人的支援ですが、令和５年度は県退職

者４名が役員で、常勤１名、非常勤３名となっ

ております。

次に、財政支出等でありますが、令和４年度

の欄を御覧ください。

県委託料が8,389万3,000円、県補助金が5,897

万7,000円となっております。内訳は、下の欄の

主な県財政支出の内容のとおりであります。

次に、一番下の欄の活動指標でありますが、

①11施設の年間の延べ入所者数は目標値に対し、

達成度が106.0％、②グループホームの年間の延

べ利用者数については、目標値に対し、達成

度103.7％となっております。

なお、①11施設の年間の延べ入所者数の令和

５年度以降の目標値につきましては、令和４年

４月に社会福祉法人国富福祉会を吸収合併した

ことに伴い、見直しを行っております。

182ページを御覧ください。

財務状況についてであります。

事業活動計算書の令和４年度の欄を御覧くだ

さい。収益は45億4,240万6,000円で、収益から

費用を差し引いた当期活動増減差額は２億3,006

万8,000円となっております。

次に、財務指標ですが、①の人件費比率は達

成度97.6％、②の経費比率は達成度97.9％、ま

た③の経常増減差額率は達成度80.6％と、いず

れにおいても目標達成には至っておりません。

最後に、総合評価でありますが、県の評価の

欄を御覧ください。

平成29年度から、会計監査人が設置されてお

り、６年連続で、最も優れた評価である無限定

適正意見が付与されております。

活動指標については、全ての指標で目標を達

成することができたものの、財務指標について

は、人材確保による費用増加や、感染症対策及

び物価高騰による事業費増加に伴い、いずれの

指標も目標達成には至りませんでした。

しかしながら、経常増減差額で黒字を確保し

つつ、施設整備の積立ても着実に実施されるな

ど、全体的な経営状況としては問題ないと考え

ており、県の評価をいずれもＡとしております。

○徳地医療政策課長 医療政策課で所管してお

ります、公立大学法人宮崎県立看護大学につい
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て報告をさせていただきます。

９月県議会定例会提出報告書の７ページを御

覧ください。

看護大学は、２つの法律と県条例に基づき、

事業実績等を議会に報告することとされており、

内容の重なる部分もありますが御了承いただき

たいと思います。

初めに、７ページですが、地方自治法に基づ

く令和４年度事業報告書であります。

１の事業概要ですが、当該法人は、県の定め

た中期目標達成のため中期計画等に沿った大学

運営を行い、高い資質を備えた看護職者の育成

等を通じて、本県の保健、医療及び福祉の充実

に貢献することとしております。

２の事業実績ですが、まず（１）の教育研究

の実施について、事業費は８億8,179万円余で、

事業実績欄にありますとおり、令和４年度の国

家試験合格者数は、看護師95名、保健師17名、

助産師14名となっており、看護師５名、助産師

１名を除き全員が合格したところであります。

また、２つ目になりますが、新型コロナ感染

状況に応じ遠隔授業や学内実習を取り入れ、感

染拡大期においても授業や実習できる体制を整

えたこと、また、５つ目にありますとおり、キャ

リア教育の充実を図るため、令和４年度から１

年生を対象としたキャリアデザインの科目を開

講したところであります。

次に、８ページを御覧ください。

（２）の地域貢献に関する取組の実施につき

まして、事業費は3,155万円余で、事業実績とし

ましては、１つ目の感染管理認定看護師の教育

課程を開講し15名の感染症に対応する看護師を

養成したこと、新型コロナのクラスター発生時

には感染管理を専門とする教員を医療機関や高

齢者施設等へ派遣し、また、公開講座や出前講

座も開催するなど、地域貢献に資する各種事業

に取り組んだところであります。

次に、９ページの貸借対照表を御覧ください。

令和５年３月末時点の法人の資産や負債等の

財政状況になりますが、前年度から大きく増減

したものについて説明いたします。

まず、Ⅰ資産の部の１、固定資産の（１）有

形固定資産のうち、構築物1,200万円余の増加は、

主に大学の駐車場舗装工事等によるもので、次

の工具器具備品やリース資産の減少は、減価償

却に伴う資産の減少によるものです。

次に、２の流動資産のうち、現金及び預金２

億8,000万円余の減少は、前年度に国の交付金で

空調換気設備改修工事を行っており、当年度は

その影響で減少したものです。

次に、Ⅱの負債の部、１、固定資産の上から

５つ目、資産見返補助金等5,800万円余の増加は、

電気設備改修工事の補助金によるものです。

この資産見返負債という科目は、一般の企業

会計ではなじみのないものでありますが、総務

省が定めた地方独立行政法人の会計基準に基づ

き、建物などの固定資産を何の経費で取得した

かによって、「資産見返何々」となるものでござ

います。これは、資産と負債を均衡させる損益

均衡という会計基準上必要な処理となるもので、

今回は、大学の電気設備改修工事を県補助金で

整備したので、資産見返補助金等の額も増加し

ているものであります。

次に、２、流動負債の未払金３億1,500万円余

減少は、先ほど説明した前年度の空調換気設備

工事のほとんどを未払金に計上していたためで、

本年度は例年並みの未払金額となっております。

次に、10ページを御覧ください。

損益計算書でありますが、まず、（１）の経常

費用の教育経費5,900万円余の減少は、教育設備
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の修繕費の減少によるもので、教員人件費5,900

万円余の減少は、主に退職手当の減少によるも

のです。

次に、（２）経常収益の運営費交付金収益3,200

万円余の減少は、主に先ほど説明した教員人件

費の退職手当に対応する財源の減少によるもの

で、補助金等収益9,200万円余の減少も、先ほど

説明しました教育設備の修繕費に対応する財源

の減少によるものであります。

経常収益から経常費用を差し引いた経常利益

は、7,308万円余となっており、（３）の臨時損

失189万円余につきましては、科学研究費助成事

業により購入した資産の除却のため計上したも

のであります。

この結果、経常利益から臨時損失を差し引い

た当期純利益、当期総利益は、7,118万円余となっ

ております。

続きまして、11ページを御覧ください。

令和５年度事業計画書についてですが、１の

事業概要につきましては、前年度と同様の内容

であります。

２の事業計画では、（１）教育研究の実施の事

業費９億9,700万円余、（２）地域貢献に関する

取組の実施の事業費3,800万円余を計上し、引き

続き、教育研究活動の推進、地域貢献に関する

事業に取り組むこととしております。

次に、12ページの３、収支計画でございます。

経常費用の合計は11億6,200万円余で前年度と

比較して１億9,600万円余減少しておりますが、

前年度までは業務費の受託研究等経費の中に、

施設整備改修工事の費用等が計上されておりま

したが、令和５年度から総務省の定める地方独

立行政法人の会計基準の変更等により除外する

必要があり、その分が減少となっております。

また、経常収益の合計は、経常費用と同額の11

億6,200万円余を計上いたしておりますが、臨時

利益の５億100万円につきましては、本年度から

の会計基準の変更等により、資産見返負債の科

目が廃止されたことによりまして、残存する負

債を全て臨時利益として計上する必要がありま

すことから、その額が純利益、総利益の額となっ

ているところでございます。

続きまして、145ページを御覧ください。

宮崎県の出資法人等への関与事項を定める条

例に基づく経営評価報告書でございます。

まず、概要ですが、県立看護大学は平成９年

４月に開学され、平成29年４月より公立大学法

人となりました。総出資額は39億8,800万円余で、

大学の土地、建物全てが県の出資となっており

ます。

次に、県関与の状況ですが、人的支援の右側

の令和５年度の合計欄のとおり役員数は７名で、

うち県退職者は２名、職員数72名のうち、県職

員12名、県退職者４名となっております。

次に、主な県財政支出の内容ですが、令和４

年度は、①運営費交付金７億3,600万円余、②施

設設備整備事業１億2,400万円余など県補助金と

なっております。

次に、活動指標ですが、①県内就職率の実績

が48.8％で達成度は97.6％、②地域貢献事業数

の実績は14事業で達成度は93.3％となっており

ます。

次に、146ページを御覧ください。

財務状況の損益計算書と貸借対照表につきま

しては、先ほどの説明のとおりであり、財務指

標につきましては、営利事業を行う法人ではあ

りませんので、収支バランスを100％以内に収め

るとの目標に対し、実績値は93.6％、達成度

は106.4％となっております。

次に、直近の県監査の状況ですが、昨年10月
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に監査を受けましたが、指摘事項はありません

でした。

次に、総合評価は、右の県の評価のところに

なりますが、県内就職率は目標の50％をクリア

できませんでしたが、県内医療機関合同就職説

明会の開催や、１～２年生の早い段階からキャ

リア教育や就職ガイダンスに取り組み、県内就

職に向けた意識醸成を図っていること、また、

財務指標も収入の範囲内で適切な運営が行われ

ていることから、活動内容、財務内容及び組織

運営のいずれの評価につきましても、ほぼ良好

のＢとなっております。

続きまして、別冊の令和５年９月県議会定例

会提出報告書（公立大学法人宮崎県立看護大学

の令和４年度及び第１期中期目標期間の業務実

績に関する評価結果について）を御説明いたし

ますが、内容につきましては、常任委員会資料

により説明をさせていただきます。常任委員会

資料の６ページを御覧ください。

１の趣旨等にありますとおり、地方独立行政

法人法の規定により、各事業年度と中期目標期

間の業務実績について、外部有識者からなる宮

崎県地方独立行政法人評価委員会の評価を受け

ることとされており、今回は令和４年度分に加

えまして、昨年度で第１期中期目標期間が終了

しましたことから、その評価結果を県議会に報

告させていただくものです。

２の評価方法は、法人が作成した令和４年度

と第１期の業務実績報告書を評価委員会が検証

し、５つの項目について評価を行ったものです。

次のページを御覧ください。

評価は、第１～５の項目ごとに、右の評価内

容の評価区分のとおり、Ⅰ～Ⅳの４段階で評価

され、５名の評価委員により、評価委員会が７

月と８月に開催されたところであります。

次のページを御覧ください。

最初に、令和４年度業務実績評価の結果です。

第１の項目につきましては、県内就職率や国

家試験合格率など一部で目標を達成できません

でしたが、低学年からのキャリア教育や就職ガ

イダンス等で県内就職に向けた意識醸成を図っ

ており、教育・地域貢献等に関する活動もおお

むね計画どおりに実施していることから、Ⅲと

評価されました。

また、第２の項目につきましては、大学の運

営方針や中期計画を着実に遂行するため、令和

４年度から新たに事務局に経営企画監を配置し、

学内業務等の効率化を図っていること、給与事

務の一部を外部委託し事務の効率化を図ってい

ることから、Ⅳと評価されました。

第３の項目につきましては、授業料等は全額

納付され、電気・水道等の光熱費の省エネに取

り組むなど、財務内容の改善に関する計画を順

調に実施していることから、Ⅳと評価されまし

た。

次のページを御覧ください。

第４の項目につきましては、令和４年度に学

校教育法に基づく大学機関別認証評価の実地調

査等を受審し、第三者機関が定める大学評価基

準を満たしているとの評価を受けたこと、また、

教育の研究テーマや成果等の情報提供を適切に

行っていること等から、Ⅳと評価されました。

第５の項目につきましては、危機管理意識の

向上や大学の安全管理・法令遵守等の意識啓発

に努めていることから、Ⅲと評価されました。

（２）の全体評価ですが、各項目で掲げる業

務契約の一部に改善の余地はありますが、多く

の業務で年度計画を達成し令和４年度業務実績

は順調に進捗していると認められるとの評価に

なりました。



- 32 -

令和５年９月21日(木)

次に、10ページを御覧ください。

第１期の６年間の業務実績評価の結果です。

第１の項目につきましては、令和元年度に卒

業生を採用した医療機関に対し卒業生の能力に

関する満足度調査を行うほか、毎年度、学生に

対し授業評価アンケートを実施し継続的に教育

課程の点検・評価・見直しを行っていること、

また、学部入学者の６年間の入試倍率がおおむ

ね３倍で推移していること等から、Ⅳと評価さ

れました。

次に、第２の項目につきましては、若手・中

堅教員への研修会等により教育研究活動の活性

化を図っていること、業務ニーズに合わせ人員

配置や事務組織を見直していること、また、学

生の事務局対応満足度も当初よりかなり改善さ

れていること等から、Ⅳと評価されました。

第３の項目につきましては、授業料等の納付

につきましては年度を越える未納者を出すこと

なく自己収入を確保していること、大学施設の

改修は長寿命化計画により計画的に進めている

ものの、新型コロナに関する国の交付金を活用

し、教室等の空調換気設備改修を前倒しで行い、

財務面で貢献したこと等から、Ⅳと評価されま

した。

次のページを御覧ください。

第４の項目につきましては、大学の教育研究

や地域貢献等の取組はホームページで情報提供

しているものの、今後はソーシャルメディア等

を活用し、タイムリーな情報発信も検討してい

く必要があるとの判断から、Ⅲと評価されまし

た。

第５の項目につきましては、大学における危

機管理体制を整えており、学生や教職員に対し

コンプライアンス研修等を継続的に実施してい

ることから、Ⅳと評価されました。

（２）の全体評価ですが、第１期の業務実績

は、中期目標・中期計画を達成していると認め

られ、今後も第２期中期目標・中期計画の達成

に向け、着実な業務の推進とその成果に期待す

るとの評価になりました。

○壹岐衛生管理課長 令和５年９月県議会定例

会提出報告書（県が出資している法人等の経営

状況について）の147ページを御覧ください。

公益財団法人宮崎県生活衛生営業指導センタ

ーについてであります。

まず、概要ですが、同センターは昭和55年に

設立され、総出資額780万円のうち、県の出資額

は200万円、出資比率は25.6％となっております。

また、設立の目的ですが、理容・美容・クリ

ーニングなど生活衛生関係営業の経営の健全化

や振興を通して、衛生水準の維持向上と、利用

者、消費者の利益の擁護を図ることとされてお

ります。

次に、県関与の状況であります。

人的支援につきましては、常勤役員１名と職

員２名の３名が県退職者となっております。

また、財政支出等につきましては、県からセ

ンターへ、委託料と補助金を支出しております。

主な県財政支出の内容ですが、令和４年度は、

①の生活衛生営業指導事業として、センターが

行います各種の相談・指導に必要な運営費に対

する補助金2,935万4,000円のほか、②～④の委

託料、補助金となっております。

次に、一番下の表の実施事業につきましては、

①生活衛生営業指導事業から⑤クリーニング師

研修等事業までであり、①生活衛生営業指導事

業が主なものとなっております。

次に、活動指標を御覧ください。

①経営指導員の巡回指導数は、目標値を達成

しております。
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②生活衛生営業指導員の巡回指導数につきま

しても、達成度は90.2％であり、ほぼ目標を達

成しております。

次のページは、財務状況であります。

正味財産増減計算書を御覧ください。当期経

常増減額、いわゆる単年度収支を御覧いただき

ますと、令和４年度は63万9,000円の赤字となっ

ております。

貸借対照表を御覧ください。正味財産につき

ましては、ここ３年、大きな変動はありません。

次に、財務指標を御覧ください。

①県補助金比率は、目標値88％に対し実績値

が87.6％となり、目標値を達成しております。

また、②管理費比率は、目標値8.1％に対し実

績値が8.1％となり、目標値を達成しております。

続きまして、直近の県監査の状況であります

が、令和４年10月17日に監査を受けた際、指摘

事項はありませんでしたが、口頭指摘事項が１

点あり、令和５年度に必要な修正を行っており

ます。

最後に、総合評価であります。県の評価の欄

を御覧ください。

活動指標につきましては、ほぼ目標を達成し

ており、財務面に関しましても、目標を達成し

ておりますが、今後とも経費節減や自主財源確

保への取組を進め、健全な経営に努める必要が

あると考えております。

評価としましては、活動内容をＢ、財務内容

をＡ、組織運営をＡとしております。

○児玉健康増進課長 当課で所管しております

２つの法人について御説明いたします。

宮崎県移植推進財団については、地方自治法

及び条例に基づく報告、宮崎県健康づくり協会

については、条例に基づく報告となります。

令和５年９月県議会定例会提出報告書（県が

出資している法人等の経営状況について）の21

ページを御覧ください。宮崎県移植推進財団に

おける令和４年度の事業報告です。

１の事業概要ですが、当法人は臓器移植を普

及促進するため、県民への移植医療の知識や意

義の普及啓発、医療機関への情報提供及び移植

医療が適正に行われるための支援を行ったとこ

ろです。

２の事業実績ですが、（１）普及啓発に関する

事業としましては、財団のホームページによる

情報発信や、情報誌の発行、看護学校等におけ

る出前講座等を行っております。

（２）臓器提供の意思表示を促進する事業と

しましては、パネル展示や県内各所へのリーフ

レットの配布、臓器移植普及推進月間における

イベント等を通した集中的な啓発のほか、令和

４年度より、若い世代を中心に、臓器移植につ

いて考えてもらうための新たな取組として、臓

器移植をテーマとした「いのちのリレー」ポス

ターコンテストを実施しております。

また、（３）腎臓移植希望者への助成や、（４）

臓器提供医療機関の体制整備支援・教育及び臓

器移植関係機関相互の連絡調整等に関する事業

を行っております。

22ページを御覧ください。

（５）臓器のあっせんに関する事業として、

臓器移植に係るあっせんや、遺族訪問等を実施

しております。

続きまして、23ページの貸借対照表を御覧く

ださい。

当年度の欄、令和４年度の資産の合計額

は、5,026万6,385円、負債合計額は257万9,421

円、正味財産の合計は4,768万6,964円となって

おります。

次に、24ページの正味財産増減計算書を御覧
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ください。

令和４年度の経常収益は、賛助会員からの会

費、県の補助金や民間団体からの助成金など、

合計1,215万1,001円となっております。

一方、経常費用としては、人件費、普及啓発

費等の事業費と管理費を合わせ、1,232万1,488

円となっております。

続きまして、令和５年度の事業計画について

御説明いたします。

報告書の27ページを御覧ください。

事業概要につきましては、令和４年度と同様

に、令和５年度も事業計画の（１）から（５）

までの事業を引き続き行い、臓器移植の普及促

進及び医療機関への支援等を行うこととしてお

ります。

次に、28ページの収支予算書を御覧ください。

経常収益の合計は、1,272万3,000円です。昨

年度より約78万円の増を見込んでおります。他

県からのコーディネーター派遣要請の増に伴い、

日本臓器移植ネットワークからの助成金の増が

見込まれること、啓発資材作成のための「ふる

さと愛の基金」配分金の増が見込まれることに

よるものでございます。

29ページを御覧ください。経常費用は、事業

費と管理費を合わせまして、1,281万7,000円と

しており、こちらも約72万円余の増となってお

ります。

続けて、本財団の、条例に基づく報告です。

報告書149ページを御覧ください。法人の概要

についてであります。

総出資額は4,679万4,000円で、うち県出資額

は2,961万9,000円、県出資比率は63.3％であり

ます。

県関与の状況については、人的支援としまし

て、令和５年度は、役員９名のうち県職員が３

名、県退職者が３名であります。県退職者のう

ち１名が常勤となっておりますが、それ以外は

いずれも非常勤であります。

県の財政支出としまして、令和４年度におい

て補助金770万2,000円を支出しておりますが、

これは、主な県財政支出の内容欄の宮崎県臓器

移植推進事業補助金として、事業活動に必要な

経費に対する補助を行ったものであります。

また、その他の県からの支援等にありますよ

うに、事務局を健康増進課内においております。

実施事業につきましては、先ほどと重複しま

すので、省略いたします。

活動指標は、腎臓提供協力病院連絡会議（研

修会）の回数及び臓器提供意思表示啓発リーフ

レット配布枚数のほか、令和５年度から、出前

講座の実施回数についても設定しております。

腎臓提供協力病院連絡会議・研修会は、県が

指定する12の協力病院の連携の強化・情報交換

や移植医療従事者の資質の向上等を目的として

実施しているものであり、目標を２回としてお

ります。依然として、新型コロナの影響もあり

ましたことから、２回のうち１回はオンライン

により開催したところであります。

また、臓器提供意思表示啓発リーフレットの

配布につきましては、やはり新型コロナにより

各種イベントが開催されなかったり、規模を縮

小した影響等により、達成度が77.2％と目標に

届きませんでした。引き続き、病院や薬局など、

関係機関の協力もいただきながら、再開された

イベント等の機会を通じまして積極的に配布し

てまいりたいと考えております。

出前講座につきましては、主に医療の道に進

もうとする学生を対象に、医療系専門学校で実

施しておりますが、臓器移植の大切さについて

幅広く知ってもらうことが重要でありますこと
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から、中学・高校等にも出向く取組をはじめ、

新たな指標として設定したところでございます。

報告書の150ページを御覧ください。

財務状況につきましては、先ほど御説明した

とおりです。

次に、財務指標についてであります。

①自己収入比率は、目標の20％に対して、実

績は23.5％、②事業費比率については、目標の68

％に対して実績は90.5％となっております。

次に、総合評価についてであります。

令和４年度からの新たな普及啓発として、「み

やざき「いのちのリレー」ポスターコンテスト」

を実施し、若い世代が臓器移植を考える新たな

機会を創出しております。

また、臓器移植コーディネーターの病院訪問

による臓器提供体制の強化の支援や、県外から

の臓器提供あっせん業務派遣要請への対応など

も的確に行われております。

財政面では、賛助会員や寄附の募集にも積極

的に取り組み、昨年度に引き続き基本財産を取

り崩すことなく、事業を実施することができた

ところであります。

今後も引き続き自主財源の確保、効率的な事

業の執行に取り組んでいく必要があると考えて

おります。

最後に、令和４年度の活動内容、財務内容に

ついてはＢ、組織運営についてはＡとしており

ます。

次に、151ページを御覧ください。

公益財団法人宮崎県健康づくり協会でありま

す。

概要を御覧ください。中ほどの総出資額

は3,000万円で、県出資額は800万円、県出資比

率は26.7％であります。

次に、県関与の状況についてです。

人的支援につきまして、令和５年度は、役員11

人のうち、県職員３名が非常勤役員、県退職者

３名が常勤役員となっております。また、職員79

名中、県からの派遣職員が１名、県退職者が１

名となっております。

次に、主な県財政支出の内容につきましては、

令和４年度は、①宮崎県健康づくり推進センタ

ー管理運営委託費6,720万8,000円、②先天性代

謝異常等検査事業として2,569万1,000円、また、

③がん登録事業として509万3,000円を支出して

おります。

次に、実施事業につきましては、①各種健診

及び検査事業から、⑨宮崎県健康づくり推進セ

ンター管理運営事業まで９つの事業がございま

す。

次に、活動指標についてです。

①基本（特定）健康診査実施件数につきまし

ては、令和４年度の年間実施件数の目標値３万

件に対し、実績値は２万914件となっており、達

成度は69.7％となっております。

②市町村、事業場等健康指導受講者数につい

ては、年間延べ受講者数の目標値6,000人に対し、

実績値は2,990人で、達成度は49.8％、③ホーム

ページアクセス数については、年間アクセス件

数の目標値３万4,000件に対し、実績値は１

万9,750件で、達成度は58.1％となっております。

152ページを御覧ください。

財務状況についてであります。正味財産増減

計算書を御覧ください。

令和４年度についてでありますが、経常収益

は16億490万7,000円、経常費用は16億4,855

万1,000円、当期一般正味財産増減額は、マイナ

ス4,477万2,000円となっております。

貸借対照表を御覧ください。令和４年度の正

味財産は、12億460万6,000円となっております。
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次に、財務指標についてでありますが、①管

理費比率につきましては、目標値3.9％に対し、

実績値3.8％、人件費比率につきましては、目標

値60％に対し、実績値は55.4％、収支比率につ

きましては、目標値93.9％に対し、実績値98.9

％となっております。

最後に、総合評価であります。

県の評価でありますが、活動指標については、

基本（特定）健康診査実施件数、市町村、事業

場等健康指導受講者数及びホームページアクセ

ス数は目標値に達していないため、さらなる活

動改善に取り組む必要があると考えております。

また、財務指標につきましては、管理費比率

及び人件費比率は目標を達成しておりますが、

収支比率は未達成であり、引き続き、財務改善

に取り組む必要があると考えております。

最後に、評価としましては、活動内容をＢ、

財務内容及び組織運営をＡとしております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はありませんか。

○永山委員 最後に説明がありました健康づく

り協会についてです。活動指標に対する達成度

がすごく低いのですが、活動内容Ａという評価

であり、自己評価が高過ぎる印象を受けます。

県としては、Ｂという評価をしているんですけ

れども、この自己評価はおかしいのではないか

という話をしてもらうといいのかなと思いまし

た。

○児玉健康増進課長 まず、活動指標のところ

でございますが、基本（特定）健康診査の実施

件数が少し悪くなっております。事情としまし

ては、令和２年度からのコロナ禍による健診控

えの影響があります。年々回復はしてきている

んですけれども、まだ令和元年度の水準に達し

ていない状況がございます。

健康づくり協会としましても、そのあたりに

ついては、新型コロナの感染状況を見ながら、

いろんな団体にできるだけ健診を再開していた

だくように促したり、健診方法の工夫といった

取組を行ってきたところです。

あと、②市町村や事業場等の健康指導受講者

数についてです。健康づくり協会には、医師や

看護師、健康運動療法士といった職種の職員が

おり、市町村に出向いて、学校や事業場などで

健康に関する指導を実施しております。こちら

も新型コロナの影響を受けまして、実施回数が

減っていたり、一部オンラインでもやったよう

なんですが、人数を絞り込んで実施していると

いう関係もあり、そこも達成できなかったとい

うところです。

ホームページにつきましては、昨年度リニュ

ーアルをいたしました。その際、ホームページ

を開いただけでカウントするのではなくて、中

まで内容を確認されたときにカウントされるよ

うに改修されておりますので、そのあたりで頑

張っているということで、自己評価Ａというこ

とだったのではないかと考えております。

以上のような取組をしておりまして、チェッ

クシート等でチェックしたところ、自己評価と

してはＡで出てきたところであります。

ただ、先ほど申し上げましたように、実績値

が届いていないところについては十分理解され

ております。今年度、さらなる取組をする必要

があるというところは、共通の認識であります。

○永山委員 分かりました。

○日高委員 令和５年９月県議会定例会提出報

告書（県が出資している法人等の経営状況につ

いて）147ページの生活衛生営業指導センターで

す。活動指標は大幅に超えていますが、活動内

容の評価はなぜＢなんですか。
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○壹岐衛生管理課長 ①経営指導員の巡回指導

数につきましては100％を超えております。

ただ、②生活衛生営業指導員の巡回指導数

が90.2％ということで、生活衛生営業指導セン

ターとしましては、しっかりとそこも100％まで

いくべきだということで、自己評価がＢになっ

ております。

それに基づきまして、さらに高い目標をとい

うことで、県の評価でも活動内容についてはＢ

としているところでございます。

○日高委員 説明では、おおむね達成と言った

ような気がするんですけれども、おおむね達成

しているんですよね。

やはり、評価の基準がそれぞれ甘い評価と辛

い評価になっていて、この評価は誰がするのか

といいますか、どう見ればいいのでしょうか。

以前から思っていましたが、Ａ～Ｃの評価につ

いては不明瞭といいますか、事業評価せざるを

得ないからしている感じがします。こういった

評価は業務の合間でしかできない状況になって

いるのではないでしょうか。

○津田福祉保健部次長（福祉担当） 御指摘の

とおり、それぞれの団体を所管している担当課

が評価を下すので、一体的な取扱いができてい

ないというところは、御指摘のとおりと思って

おります。せめて、福祉保健部内だけでも、統

一的な見方ができるような工夫ができないか、

検討してみたいと思います。

また、県庁全体におきましては、総務部とも

相談しながら、御指摘のようなところが起こら

ないような基準を設けるなど、適正な評価がで

きるような方法を検討してみたいと思います。

○日高委員 きちんとやっているかどうかは、

内容を見れば分かるんです。最終的に、評価と

してＡ～Ｄをつけなくても、文章化もされてい

て、数字や財務指標の中身を見ても十分に分かっ

てくる部分もあります。

あえてここでＡ～Ｄの評価をつけて、基準を

設けてやっています。ここまで細かい行政評価

を今後も続けていくのかという抜本的な問題も

あると思うんですけれども、そのあたりはいか

がでしょうか。

○和田福祉保健部次長（保健･医療担当） 非常

に温かい言葉であると思っております。ただ、

今の段階では、様式として定められております

ことから、全庁的にこういった形でやっており

ます。そういったことも踏まえまして、また関

係部局と相談していきたいと思います。

○日高委員 なるべく行政の事務量を減らすこ

とも必要ですので、考えておいてください。

○坂口委員 宮崎県立看護大学についてです。

まず、県内就職率についてです。目標値50％

となっていますが、これまでの目標値と実績値

は大体どのような推移となっていますか。

○徳地医療政策課長 平成29年からの６年間の

推移は、41.1％、34.4％、37％、57.5％、52.3

％で昨年度が48.8％となっております。

○坂口委員 そうすると、設定目標値は。

○徳地医療政策課長 50％となっております。

○坂口委員 ずっとですか。

○徳地医療政策課長 はい。

○坂口委員 宮崎県立看護大学を立ち上げると

き、いろいろな意見や議論がありました。そし

て、その中の一つとして財政負担がありました。

そのときの目標として、まず県内の看護師を育

成・確保するというのがあったと思うんです。

当初から設定値は50％なんでしょうか。

○徳地医療政策課長 独立行政法人になったと

きに中期目標を立てる必要があり、50％という

目標となったのですが、第１期生の平成９年だ
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と54.1％、第２期生が52.9％とか、平成９年か

らはそのような数字でした。法人化についての

議論をしているときも50％はなかなかいってい

ない状況でしたので、おそらく50％という数字

を設定したのだと思います。

○坂口委員 実際はそうだと思います。ただ、

平成９年の立ち上げ時は、やはり県内の看護師

育成を目的とした学校をつくるということで、

最終的に議会の承認も得た案件だったと思いま

す。

だから、実績値としては低いにしても、目標

値を持っていると思っています。どれくらいか

ら始まっているんですか。

○徳地医療政策課長 就職率の実績値でしょう

か。

○坂口委員 県内に就職する、あるいは県内に

送り出せる看護師数の目標値です。

○徳地医療政策課長 すみません。平成９年当

時のことは、分かりません。

○坂口委員 それがどうだったかということが

少し気になるんだけれども、いいです。

とにかく宮崎県立看護大学をつくるためには

相当な財源が必要であり、それから大学の認定

を受けるだけでも相当なものだということから、

必要性について疑問が出て、相当協議した経緯

があったんです。そして、大学をつくることに

なりました。

あくまでも県内の看護師不足ということを考

えたときに、50％という目標で達成できないと

いう状況で、果たして目標として置くべき数字

が50％なのかなという疑問が一つあるんです。

それで、まずは学校の目的です。もちろん質

の問題とかいろいろあるけれども、それは今も

変わっていないと思うんです。そこで、その目

的を達成するために学校を運営していきますが、

その運営方針についてです。運営方針の決定に

ついての知事権限と学長権限はどのような具合

になっているんですか。

具体的には、県内就職率の目標値を何％にし

よう、そのために看護師をどう育成していって、

教育課程はどのようなものが必要だというよう

なことになると、かなり学長権限に近い部分が

あると思います。しかしながら、あくまでも宮

崎県立看護大学は県民のための学校であって、

知事がその運営方針には何らかの形で考え方を

反映させていかなきゃいけないと思うんです。

そこについては、どうなっているのでしょうか。

○徳地医療政策課長 宮崎県立看護大学の運営

につきましては、まず県が中期目標を定めて、

看護大学は目標に対する中期計画を定め、毎年

度業務計画をつくり、今年度のように業績の報

告をするということになっています。

基本、大学の運営方針としましては、地域社

会と連携して本県の保健医療、福祉の充実に貢

献する大学ということを掲げております。そこ

で県は、まず重点目標として必ず県内就職率50

％を達成するということを掲げて、大学とも連

携してやっています。

２年間50％を超えた時期もあったんですけれ

ども、今回は48.8％ということで超えられませ

んでした。

議会でも答弁をさせていただきましたけれど

も、現在、細かな分析をしておりまして、例え

ば、県内出身者が増えれば、その分県内に就職

する学生も増える傾向がありました。今年の入

学者では、約65％の県内出身者が入学していま

す。そのうちの40名程度は学校推薦という制度

で各高校から推薦を受けたり、地域からの推薦

を受けております。

１年生の頃から就職ガイダンスを始めたり、
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病院見学ツアーで県内の医療機関を訪問したり、

１～４年生の間ずっと就職ガイダンスがあった

り、卒業生の看護実践を知る機会を提供したり

といったことで、県内への就職の意識醸成に努

めております。

中期目標の重点目標である50％を達成するた

めに、具体的な戦略として、県内出身者の県内

就職率を高めることが一番目標達成に近づくと

いうことが傾向から分かっています。それを２

～３年先までに70～80％にするということで、

県内出身の学生に対して様々な県内の病院の紹

介をしたりして、意識醸成を図る取組を行って

いるところでございます。

○坂口委員 県内の医療機関からの需要と供給

については、どのようになっていますか。県内

の医療機関はもっと欲しがっているけれども、

県内に残ってくれないのか。それとも、50％弱

の人が県内に就職することで、大体の需要は賄

えているのでしょうか。

○徳地医療政策課長 宮崎県立看護大学と県内

医療機関の合同説明会を毎年やっています。合

同説明会には約40の医療機関に参加していただ

いており、合同説明会後に、意見交換会を看護

大学と行っているようです。

県立病院については、現状２桁以上の採用が

あり、どこの病院がどれだけ採用するかという

傾向が分かってきております。

県内就職した人や県外就職した人のアンケー

トを見ると、どこの病院を選ぶかという判断材

料について、給与や福利厚生も当然ありますし、

実習のときに雰囲気がよかった病院を選定する

傾向等もありました。そのあたりについては、

病院とも、実習のときから支援していただくと

いうことを、話し合いながら進めているところ

です。

病院の採用も６～７月くらいから始まるもの

ですから、就職の時期に合わせて大学と病院を

連携するような取組を個別に行っているところ

でございます。

○坂口委員 そういったものも含めてだけれど

も、県内の医療機関が本当に欲しがる人材とし

ての看護師を養成しているのか。それから、学

長なりが理想とするものを目指そうとする看護

師を育てようとするのか。そこで教育課程から

違ってくると思うんです。どこに照準を置くの

かということ。

県の目標値が50％なんていうのは、けしから

んことだと思っています。あくまでも県民のお

金で、県民のための、ということだと。100％に

近い目標値にすべきであって、その結果が30％

でも仕方がないと思うんです。その中で工夫し

ながら、県内の医療機関、あるいは県内医療の

ために必要な人材をどう育成していくか。

ただ、質の問題が出てきます。県がいらない

人材なら、長い歴史の中では、県民のためにプ

ラスにならず、マイナスになります。

だから、そういった意味での総合的な県民の

利益のため、教育課程にもバランスがあると思っ

ています。建前上は、学長に全て学校運営方針

があるでしょうけれども、そうでなくて、こう

いった目的や理念でつくった学校なんだという

ことで、やはり県や知事の考え方、県民の考え

方を反映させたものにしていただきたい。

目的としては、県内の不足している看護師を

充足していくための学校なんだということをベ

ースにおいた目標設定でないといけません。

目標値50％に対して48.8％は立派なものです。

しかし、それでは50％を超えたら目標達成で評

価も特Ａじゃないですか。それは駄目だと思い

ます。
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質を落とせとは言いませんが、本当に必要な、

全ての面においてしっかり要望に耐え得る看護

師を育成するためには、どういった教育課程が

理想的かを、もう少し違う視点からやらないと

いけません。感覚や価値観で看護師を育成して

いったら、宮崎県の看護大学の運営の在り方と

は違うと思っています。

そういった意味で、最終的に一番県民の利益

にかないますよという、看護師育成の機関でな

いと駄目だと思うんです。だから、この目標設

定値から原点に戻っていただきたい。どうして

も県内看護師が足りないんだと。お金もないけ

れども、やろうじゃないかということで始まっ

た学校なんだという、原点に戻らなくてはいけ

ません。就職率が何％だ、合格率が100％で立派

な学校だと、それは少し違うと思うんです。出

発点を忘れていると思うんですね。

くどくなりますけれども、本当に優秀な看護

師を育てるためにはどうあるべきかを考えない

といけない。だから、学校の運営方針決定の在

り方についても工夫がいるなという気がするし、

目標値は100％県内にとどまるということです。

そして、手段として、県内出身者を入れれば、

その看護師は県内に残るというのは、邪道だと

思うんです。本当に県民のためになっているか

となる。そうではなくて、ここを出た看護師を

うちにくださいという要望も多く、学生も県内

の病院に行こうと、そういった受け皿としての

条件整備を行っていかないと駄目だと思うんで

す。

県外から看護師を呼び込もうとしている医療

機関だって少なくありませんから、需要として

はあるはずです。やはり、レベルの高い世界に

通用するような教育を受ければその子たちも羽

ばたきたいです。

だから、そういう人材を育てながらも、それ

でも県内の医療機関にとどまるんだ。そのため

には、専門的なカリキュラムばかりではなく、

どういった教育課程とするのかがないと、少し

違うという気がします。

○徳地医療政策課長 委員がおっしゃることは

確かだと、今新たに認識をしています。

教育課程の詳細については、私どもも勉強不

足なところもありますので、おっしゃられた部

分については、大学側ともう一度話をしたいと

思います。令和元年度に、卒業生が就職したと

ころに対して満足度調査をしているようですの

で、就職した看護学生の資質とか能力とかのデ

ータもおそらくそろっていると思います。その

あたりも踏まえて、それが定期的にできないか

とか、病院側の需要を確認しながら、それが教

育課程、カリキュラムのほうに生かせるように

大学側とも話をさせていただきたいと思います。

○坂口委員 ぜひ広い視野から。

看護師にも、後継を育てるために看護師的な

視点から教育ができるような方も必要になって

くるでしょう。それから、現場でばりばり看護

を行う戦力としての看護師も必要になってくる

でしょう。

全体の質を上げるということは、なかなか難

しいことではあるけれども、しかしながら目的

は県内の医療の充実や高度化だったというとこ

ろを忘れずに運営していただきたい。自分の理

想の看護師を育てようという感覚で学校運営を

されたら、少し方向が外れたときは駄目だなと。

だから、趣旨に沿った立派な看護師を養成し

ていきますという運営方針の決定がないんじゃ

ないかなという気がするんです。

全国に羽ばたけるようなことも必要だけれど

も、本当に優秀な看護師、宮崎県内に就職する
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看護師を育てるという工夫がないといけないし、

目標設定値は何度も言いますように、やはり100

％であるべきだと思うんです。結果としての数

字は仕方がありません。検証していけばいいだ

けというような気がします。

○山下委員 同じく宮崎県立看護大学について

です。やはり、県立として看護師を育てていこ

うということです。

県内でも、例えば、市郡医師会病院がやって

いる高等看護学校からも人材は出てくるんです。

坂口委員からもありましたように、４年制の看

護大学を卒業した看護師の県内就職率が、５割

にも行き届かないということはずっと課題であ

り、やはり地元定着を増やすべきだと思います。

入学についても、基本的に、地元高校からの

入学者を増やすことが第一義だということを議

論してきました。これについては、まだ６割程

度だということでしたが、高校から高等看護学

校に行けば２年で国家試験を受けられます。そ

の違いですよね。病院側のニーズに、高等看護

学校を卒業した看護師でも充足しているのかに

ついて、そこの数の整合性を検討したことはな

いのでしょうか。

４年制大学を卒業した看護師は、スキルが違

うのでしょうけれども、需要側と供給側のニー

ズの差を調べたことはないのでしょうか。５割

というのは、やはり低いんです。

○徳地医療政策課長 各病院が大学卒の看護師

が欲しいのか、高等看護学校卒でも即戦力とし

て活躍できる看護師が欲しいのかといった詳細

までは把握できておりませんが、基本的に、看

護大学の卒業生には、病院に入って将来的にリ

ーダーシップを取るような看護師として期待し

ているとお聞きすることはございます。

ただ、高等看護学校については、若干病院系

列の学校が多いこともあります。例えば市郡医

師会病院もそうですし、古賀病院も藤元病院も

その系列で育てている看護師がいらっしゃいま

す。各病院がどこの学生をどのくらい採ってい

るかまではちょっと調べたことがありません。

いずれにしましても、現在は高等看護学校を

含めて、県内約800人の卒業生が毎年出ています。

大学と高等看護学校の学校を含めて、約65％が

県内に残っていただいているという状況です。

それを徐々に上げていかないといけないという

のはありながら、５年一貫校では奨学金の絡み

などもあります。病院側は大卒が欲しいのか、

高等看護学校卒が欲しいのかというところまで

は、詳細に把握はできておりません。

○山下委員 そのあたりの整合性をしっかりと

検証していかないといけないと思っています。

なぜ地元の看護学校や看護大学を出た人たちが

県外に出て行ってしまうのかについて、今まで

もずっと議論してきたんです。

なぜ都会に行くのかですが、都会の病院に行

くと宿舎まで準備してくれる、福利厚生が充実

しています。同じ医療で、都会はなぜそんなに

価格が高く、地方と価格差があったのかと思っ

たところです。

そのことを調べたら、都会は高額医療が進ん

でいるということでした。同じ看護師を雇うに

も地方と都会の給与格差が大きいと聞いたこと

があったんです。もう不足しているわけですか

ら、地元定着をやっていこうとすれば、何かの

歯止めをかけないといけません。

県外に行っていた先輩が、人材を引っ張るよ

うです。例えば、在学中の学費も立て替えて、

何年かこっちに来たらそれを免除するとかです。

その制度は、都会のほうに先にできたから、県

外に人材が流れていきました。そこがいい環境
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だったら、今度は、自分の後輩に情報を出して

引っ張る、そんな状況だったと思います。

だから、どこかそのあたりの改善点を見つけ

出して地元定着を図っていかないと駄目だろう

と思うんです。

○徳地医療政策課長 委員がおっしゃるとおり

の問題意識を我々も持っております。

早急に県内の看護学校の就職担当者や管理者

と意見交換をし、どういった理由で県外に出て

行っているのかとか、県内のどの辺りの病院に

勤めているのかという声を聞いて、その対策を

できないかと考えているところでございます。

○山下委員 ぜひよろしくお願いします。

○永山委員 関連して宮崎県立看護大学につい

てです。

令和４年度の看護師の合格率が95％というこ

とだったんですけれども、ここ数年の合格率の

推移を教えてください。

○徳地医療政策課長 令和元年度から言います

と、97.1％、95.8％、100％、95％という推移に

なっております。

○永山委員 高い率ですけれども、就職に向け

て１年目や２年目から様々な取組をされていま

すが、最終的に合格しなかったら内定も取消し

です。本人も大変かなと思うんですけれども、

受け入れようと思っていた病院のほうも人材確

保の観点で、当てにしていたところに穴が開く

形になると思います。

令和元年には満足度調査もされたということ

ですけれども、期待していたのに来れなかった

となると満足度どころではありません。合格率

は100％が最低限のラインかなと思うので、そう

いったところを学校へ指導してもらいたいと思

います。

○徳地医療政策課長 委員がおっしゃるとおり

でして、どういうカリキュラムでやっているか

までいろいろ資料を取り寄せてやっております。

４年生になると、模擬試験対策とかは当然４～

５回はやっているようです。本日の御意見を踏

まえまして、落ちた年度の原因も精査していき

たいと思っております。

○山口副委員長 健康づくり協会についてお伺

いします。先ほど特定健診の目標値が３万人と

あったと思うんですけれども、今まで３万人ま

で行ったことがありましたか。調べた限りは、

恐らく２万2,000人くらいが、今までの最高値の

ようですけれども、３万人という数字は、どう

いう根拠で出しているんでしょうか。損益分岐

なのか、施設のキャパシティーなのか。そのあ

たりを教えてもらえますか。

○児玉健康増進課長 特定健診の実施数は、平

成21年度から３万件を目標にしておりまして、

当時が１万9,000件程度でございました。そこか

ら徐々に増えてきて、一番多いのは令和元年度

の２万4,367件でございます。それ以前を申し上

げますと、平成19年度は２万4,000件を目標にし

ていたんですけれども、このときに２万9,302件

を達成しております。

○山口副委員長 ３万人というのは何かあるん

でしょうか。例えば、特定健診を受ける人が増

えれば収益がもっと上がってインパクトが一番

大きいので、大体３万人まで常に行っていけれ

ば安定して黒字化ができるとか、そういう根拠

に基づいて３万人でしょうか。それとも、今ま

での最高値プラス1,000人くらいでいこうみたい

な勢いなのでしょうか。

○児玉健康増進課長 先ほど副委員長がおっ

しゃいました後者のほうではなく、健診をする

にはある程度職員の数が必要ですが、 健診

を受けるときに対応する職員もそうですし、例
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えば肺でしたら、レントゲンの精査をする医師

を常時抱えているわけではなく、健診のときに

お願いして来てもらう職員もいるんですが、対

応できる人数から３万件と設定していると思い

ます。

少しお時間をいただいてよろしいですか。

○重松委員長 時間がかかるということです。

この後、その他報告事項があるんですが、審

議が長くなりましたので、一旦休憩を入れたい

と思います。

暫時休憩いたします。

午後２時59分休憩

午後３時５分再開

○重松委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

○児玉健康増進課長 先ほどの３万件について

です。以前２万9,000件を実施したとき、人員的

にもそれ以上は少し難しいといいますか、体制

的にちょうどいいくらいの件数であったという

こともあり、もう少し頑張れるとして、３万件

に設定したと聞いております。

○山口副委員長 分かりました。

○下沖委員 宮崎県立看護大学の貸借対照表に

ついてです。流動資産のところで未収入金が300

万円近くあるんですけれども、未収入金の性質

と意味を教えていただきたいと思います。

○徳地医療政策課長 精算払いのもので、年度

末までに支払いを受けていないものを未収入金

として計上しております。年度末までにお金が

入ってきていないものということです。

○下沖委員 前年度からの続きでということで

しょうか。

○徳地医療政策課長 この貸借対照表は令和５

年３月31日付の大学の資産なので、受託はした

けれども、３月31日までにお金が入っていない

ものを未収入金として計上しているということ

でございます。そのため、おそらく翌年度にな

ると、その未収入金は解消されて収入には入っ

てくるということになろうかと思います。

○下沖委員 未収入金とか未収収益とかほかの

事業ではあまり見たことがない書き方だったも

ので質問をしたところでした。

続けて、宮崎県立看護大学の評価についてで

す。ＤＸを進めていく必要があるとなっている

んですけれども、看護学校でのＤＸはどのよう

に推進していくのでしょうか。計画や考えがあ

れば教えてください。大学側も同じ内容を書い

ていたので。

○徳地医療政策課長 評価委員会で、令和４年

度と第１期を同じ日に審議をしてもらっていて、

看護大学はホームページや紙媒体で情報発信し

ていることが多い状況にあります。具体的にＤ

Ｘ推進が何かというところまでは、看護大学も

まだ考えていないんですけれども、評価委員会

の中ではＳＮＳなどでタイムリーな情報発信を

していく必要があるよねという議論が出たとこ

ろです。

例えば、生成ＡＩをどう活用するかといった

ような議論まで至っている話ではなく、そういっ

た取組も必要だという意見が出て、記載に至っ

たところでございます。

○下沖委員 看護大学も同じような考えを持た

れて書かれていたので、何かしら内容を詰めて

来年に向けて動いているのかなと思ったんです

けれども、まだそこまではいっていないという

ことですね。

○徳地医療政策課長 具体的に、来年度これを

やりますというところまでは、まだいっていな

いと思います。
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○下沖委員 分かりました。

○重松委員長 そのほか、ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、報告事項は以上で終

了してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○坂本感染症対策課長 病床確保に係る国庫補

助金の返還について御説明いたします。

常任委員会資料の12ページを御覧ください。

まず、１の概要でございますが、会計検査院

が令和３年度に実施しました令和２年度の病床

確保に係る補助金の実地検査におきまして、検

査に入った一部の都道府県において補助金返還

となる事案が確認されたため、その後、国から

全都道府県に対し、類似の事案がないか自主点

検するよう依頼があったところです。

これを受けて補助対象医療機関に確認したと

ころ、本県においても同様の事案が確認され、

国庫補助金の返還が生じたものであります。

会計検査における指導事案としましては、補

助の対象とならない病床を補助金の対象として

計上したものであり、その多くが診療報酬が算

定できる退院日を病床確保料の対象としたこと

によるもので、本県においてもこの事案がほと

んどでございます。

２の本県における返還額についてであります。

令和２年度は、補助実績30医療機関、97億4,012

万4,000円のうち、11医療機関4,922万5,000円の

返還が生じたところであります。令和３年度は、

補助実績40医療機関123億7,994万3,000円のう

ち、13医療機関8,509万7,000円の返還が生じた

ところであります。

今回、返還が生じた理由としましては、退院

日の取扱いに係る医療機関の理解が十分でな

かったことがありますが、同様の理由による返

還事案が全国でも多数発生していることを踏ま

えますと、補助制度を所管する国や県において

も分かりやすく示す必要があったものと認識し

ているところであります。また、会計検査院の

実地検査後、令和４年５月に国において退院日

の取扱いが示されたことから、その後は本県に

おいても適切に運用されております。

なお、国への返還時期は今年の12月中を見込

んでおり、医療機関の県への返還につきまして

も同時期になることが想定されていますことか

ら、各医療機関に対し、周知しているところで

あります。

県といたしましても、国の方針に基づき、引

き続き適切に取り組んでまいります。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○武田委員 先ほど病院局からも報告があった

ので内容は把握しているんですが、この返還の

中に県立病院３件分は含まれているのか、含ま

れていないのか教えてください。

○坂本感染症対策課長 含まれております。

○武田委員 県立３病院で3,900万円から4,000

万円近かったと思うのですが、これも合計され

ているということですね。

県立病院の場合は、しっかり県がお金を保管

しているのですが、公立や民間病院を含めて、

返還するお金を用意することが厳しいという例

はないでしょうか。

○坂本感染症対策課長 この内容につきまして

は、国に報告した時点から医療機関ともきちん

と話合いをしております。先ほども申しました
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ように、12月中をめどに返還ということで話し

ておりますし、医療機関側から振り込めないと

いうようなお話は来ておりません。

○重松委員長 この件で、ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、その他の報告事項に

ついては終了いたします。

それでは、請願の審査に移ります。

請願第３号「「生涯を通じた国民皆歯科健診の

実現を求める意見書」を国に提出することを求

める請願」について、執行部からの説明はあり

ますか。

○児玉健康増進課長 特にございません。

○重松委員長 それでは、委員からの質疑はご

ざいますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 次に、請願第４号「「健康保険証

の廃止をしないよう求める意見書」を政府に送

付することを求める請願」について、執行部か

らの説明はありますか。

○本田国民健康保険課長 私のほうからは特に

ございません。

○重松委員長 それでは、委員からの質疑はあ

りませんか。なお、質疑は健康保険証廃止に関

わるものでお願いいたします。

○永山委員 さきの代表質問、一般質問等で健

康保険証とマイナ保険証の関係については話が

あったところでした。当面は、資格確認書によ

り国が対応するという話だったんですけれども、

資格確認書の仕様について、教えていただけれ

ばと思います。

○本田国民健康保険課長 現在のところ、まだ

詳細は示されておりませんが、８月４日の総理

会見におきまして、資格確認書の有効期間やカ

ードの形状は、現行の紙の保険証を踏まえたも

のとしたいという旨の表明がございました。詳

細は今後調整して、県のほうにもいろいろ通知

がなされると考えております。

○永山委員 現行のシステムを使うということ

は、現行の保険証と全く同じものが配られると

いうことで、わざわざ資格確認書を作るという

手間がいるのかなと、個人的に疑問に思うとこ

ろであります。

○重松委員長 そのほか、ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 なければ、この審査を終了した

いと思います。

その他で何かございますでしょうか。

○坂本感染症対策課長 10月以降の新型コロナ

のウイルス感染症の対応について御説明いたし

ます。

別冊資料を御覧ください。

９月15日金曜日に、新型コロナに係る10月以

降の医療提供体制及び患者等に対する公費支援

の取扱いについて国の方針が示されましたので、

この方針を踏まえた県の対応について、直近の

感染状況と併せて御報告します。

１ページを御覧ください。

まず、定点当たりの報告数についてでありま

す。９月４日の週の定点当たりの報告数は21.03

と、７月24日の週をピークに減少傾向にあった

報告数が、学校再開の影響等により再び増加し

たところであります。なお、本日公表します先

週１週間の定点当たりの報告数は16.78となって

おりまして、圏域ごとの感染状況につきまして

も全ての圏域で報告数が減少し、都城・北諸県

圏域を除く圏域はオレンジ区分となっておりま

す。

２ページを御覧ください。

１日当たりの新規感染者推計であります。９
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月４日の推計値は、901人となっております。こ

ちらも、本日の公表では719人まで減少しており

ます。

３ページを御覧ください。

入院患者数についてであります。昨日の20日

水曜日時点で126人となっております。引き続き、

院内感染が多くを占めており、外部からの入院

受入れ状況は逼迫していないものと認識してお

りますが、院内感染が発生した医療機関につい

ては負荷がかかっている状況にあります。また、

感染者の多くが軽症と伺っており、重症者数は

なしとなっております。

４ページを御覧ください。

ここから、10月以降の主な対応について御説

明します。

まず、基本的な考え方であります。新型コロ

ナが５類感染症に位置づけられたことに伴い、

医療提供体制も行政の関与を前提とした限られ

た医療機関による特別な対応から、幅広い医療

機関による自律的な通常の対応へと段階的に移

行しているところであります。

こうした中、来年４月の通常対応への完全移

行に向けた国の方針に沿って、10月以降、冬の

感染拡大に対応しつつ、通常医療との両立を図

りながら、高齢者等の重症化リスクの高い方々

に対し医療をしっかりと提供していくことがで

きるよう、必要な医療提供体制の確保に努めて

まいります。

この方向性の下、具体的には次のとおり対応

してまいります。

まず、１の医療提供体制等については、５類

移行後、重症及び重症化のおそれがある患者用

病床に対し、病床確保料による支援を実施して

きたところですが、10月以降は感染拡大期に限

定して支援を継続してまいります。

次に、外来・入院の受入れを行う医療機関等

に対する施設整備等への支援につきましては10

月以降も継続してまいります。また、参考とし

て、コロナの発熱外来対応を行う医療機関の状

況を記載しておりますが、特に②の、かかりつ

け患者に限らず、広く外来対応を行うことを公

表する医療機関につきましては、９月15日時点

で、５類移行前に比べ２倍以上に増加し、より

身近な医療機関での受診が可能となっておりま

す。

５ページを御覧ください。

次に、２の公費支援についてであります。外

来医療費については、５類移行後、原則自己負

担としながらも、コロナ治療薬の費用について

は公費支援を実施してきたところであります。10

月以降も公費支援を継続してまいりますが、一

定の自己負担が求められることとなっておりま

す。

具体的な自己負担額の上限につきましては、

１回の治療当たり、医療費の自己負担割合が１

割の方で3,000円、２割の方で6,000円、３割の

方で9,000円となっております。

また、入院医療費については、こちらも５類

移行後、原則自己負担としながらも、高額療養

費の自己負担限度額から２万円を限度に減額す

る形で公費支援を実施してきたところでありま

す。10月以降も公費支援を継続してまいります

が、減額の限度額が２万円から１万円へと見直

されることとなっております。

次に、３の高齢者施設等への対応についてで

あります。施設等の従事者等に対する集中的検

査、感染制御支援に携わる医療従事者の確保に

対する支援、施設等へ往診に行く医療機関への

補助につきましては、現行の内容で継続してま

いります。また、感染者が発生した場合等のか
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かり増し経費の補助につきましても、補助単価

を見直した上で継続してまいります。

最後に、４の発熱時や陽性判明後の体調急変

時の相談窓口機能でありますが、こちらにつき

ましても10月以降も継続してまいります。

○吉田薬務対策課長 続きまして、別冊資料の

６ページを御覧ください。

新型コロナワクチン接種（令和５年秋開始接

種）についてであります。

まず、１の概要については、重症化予防を目

的として、９月20日から令和６年３月31日まで

自己負担なしでのワクチン接種を実施しており

ます。

２の接種対象者については、初回接種を終了

した生後６か月以上の全ての者が対象となりま

す。

３の使用するワクチンについては、オミクロ

ン株ＸＢＢ.1.5対応ワクチンとなります。

４の接種勧奨及び努力義務の公的関与の適用

については、重症化リスクの高い高齢者及び基

礎疾患を有する者のみに適用となります。

最後に、５のその他についてであります。ま

ず、これまで接種されていない未接種者に対す

る初回接種については、令和５年度末まで引き

続き実施されます。

次に、自己負担なしで接種できる特例臨時接

種は、令和５年度末で終了する方針となってお

ります。

最後に、令和６年度以降につきましては、重

症化予防を目的として高齢者等の重症化リスク

の高い者を対象に、秋から冬にかけて年１回の

定期接種、例えば季節性インフルエンザと同じ

ような予防接種へ移行する方向で検討されてお

り、年内に方針が取りまとめられる予定となっ

ております。

○重松委員長 その他の説明が終了いたしまし

た。

委員のほうから質疑はございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、以上をもって福祉保

健部を終了いたします。執行部の皆様お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後３時26分休憩

午後３時31分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

まず採決についてですが、委員会日程の最終

日に行うことになっておりますので、25日に行

いたいと思います。開会時間は13時としたいの

ですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それではそのように決定いたし

ます。

その他で何かございませんですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 何もないようでしたら、以上で

本日の委員会を終了いたします。お疲れさまで

した。

午後３時32分散会



- 48 -

令和５年９月25日（月曜日）

午後０時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 口 俊 樹

委 員 坂 口 博 美

委 員 山 下 博 三

委 員 日 高 博 之

委 員 武 田 浩 一

委 員 永 山 敏 郎

委 員 下 沖 篤 史

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 春 田 拓 志

議事課主任主事 上 園 祐 也

○重松委員長 それでは委員会を再開いたしま

す。

まず議案等の採決を行いますが、採決の前に

賛否も含め御意見がございましたらお願いいた

します。特にありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ないようですので、採決を行い

ます。

それでは、議案第１号につきましては原案の

とおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 異議なしと認めます。よって議

案第１号につきましては原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

それでは続きまして、請願につきましてお諮

りいたしたいと思います。

まず、請願第３号「「生涯を通じた国民皆歯科

健診の実現を求める意見書」を国に提出するこ

とを求める請願」についてでありますが、この

請願の取扱いも含め御意見をお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 どなたか採決か継続かの御意見

がございましたらお願いいたします。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、請願第３号につきま

しては採決との意見でございますので、お諮り

いたします。この際、請願を採決することに御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは請願第３号をお諮りし

たいと思います。請願第３号につきましては採

択すべきものとすることに賛成の方の挙手を求

めます。

〔賛成者挙手〕

○重松委員長 挙手全員です。よって請願第３

号は採択することと全会一致で決定いたしまし

た。

次に、請願第４号「「健康保険証の廃止をしな

いよう求める意見書」を政府に送付することを

求める請願」についてでありますが、この請願

の取扱いも含め御意見をお願いいたします。

○永山委員 今回出される資格確認書が既存の

システムを使った保険証と変わりないというこ

とであれば、現行の保険証の廃止をする意味は

ないかなと思います。

○重松委員長 ほかにはございませんか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、請願第４号について

令和５年９月25日(月)
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採決との意見がございますのでお諮りいたしま

す。この際、請願第４号を採決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、請願第４号の賛否を

お諮りいたします。請願第４号について採択す

べきものとすることに賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

○重松委員長 挙手少数。よって請願第４号は

不採択とすることに決定いたしました。

請願第３号は全会一致での採択となりました。

この請願は意見書の提出を求める請願でありま

す。お手元に配付の請願第３号「生涯を通じた

国民皆歯科健診の実現を求める意見書（案）」

について、何か御意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、案のとおり決定いた

します。

それでは次に、委員長報告骨子案についてで

あります。

委員長報告の項目及び内容について御要望等

はございませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時４分休憩

午後１時５分再開

○重松委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いま御意見いただいたことを参考にしながら正

副委員長に御一任いただくことで御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。福祉保健行政の推進及び県立病院事業

に関する調査については継続審査としたいと思

いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

次に11月２日に予定されております閉会中の

委員会につきまして御意見を伺いたいと思いま

す。

暫時休憩いたします。

午後１時５分休憩

午後１時12分再開

○重松委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

それでは、11月２日の閉会中の委員会につき

ましては、現地調査で御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、10月24～26日に予定されております県

外調査につきまして御意見を伺いたいと思いま

す。

暫時休憩いたします。

午後１時12分休憩

午後１時13分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

県外調査の実施につきましては、日程表のと

おりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○重松委員長 それではそのようにいたします。

最後にその他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 何もないようですので、以上で

委員会を閉会いたします。

午後１時14分閉会



署 名

厚生常任委員会委員長 重 松 幸次郎




